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１．調査概要 

土木界の課題と目指す方向についての検討に資するため、企画委員会では下記の調

査を実施した。 

 

調 査 名 調 査 内 容 時  期 

土木学会員調査 

土木学会員の学歴, 年齢, 勤務地

などの分布状況を学会員データベ

ースにより把握 

平成 11 年３月 

土木系卒業生分布調査 

土木系卒業生数の推移, 就職先の

推移及び学科定員などについて、

学校に対するアンケートにより把

握 

平成 11 年５月～６月

土木系技術者分布調査 

学校を除く職域における土木系技

術者の学歴, 年齢, 勤務地など分

布状況ならびに研究開発機関の実

態についてアンケート調査により

把握 

平成 11 年５月～６月

港湾技術研究所 平成 11 年５月 

東京都土木技術研究所 平成 11 年７月 

鹿島技術研究所 平成 11 年６月 

電力関係の研究体制 平成 11 年５月 

研究所ヒアリング調査 

（研究開発機関の概要

と課題について委員会

でのヒアリング） 

鉄道関係の研究体制 平成 11 年７月 

公共事業の将来予測 これまでの公共事業の推移と 21
世紀の見通しについて調査 平成 11 年３月～７月

国際市場における建設業 
国際市場における建設業のシェ

ア, 技術力の実態と見通しについ
て調査 

平成 11 年６月～８月

土木技術者数の今後の推移 21 世紀の土木事業量と土木技術
者数との関係について予測 平成 11 年７月～９月
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２．土木学会員調査 
 
（１）調査内容 

 
① 調査項目 

土木学会員の年齢, 学歴, 業種別などの特性を把握するため、次の事項を調査し

た。 
 
① 学歴別人数（大学院, 大学, 高専･短大, 高校） 

② 年齢区分別人数（20歳以上５歳区分 70歳までと 70歳以上） 

③ 正会員及びフェロー会員の人数 

④ 都道府県別人数 

⑤ 業種別人数 

 

② 調査方法 

1999（平成 11）年３月末時点の会員のデータベースを利用して、調査項目の単

純集計及びクロス集計を行い、土木学会員の特性を整理した。 
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（２）調査結果 

① 学会員 

平成 11年３月末時点での学会員は、学生会員を含め 38,769人であり、その内訳

は表 2.1に示すとおりである。 

表 2.1  土木学会員数 
 

正 会 員 ３１, ６４１人 

フェロー会員 ２, ０１３人 

そ の 他 １２人 

学生会員 ５, １０３人 

合  計 ３８, ７６９人 
 
② 職域, 年齢, 地域の分布 

土木学会員の職域別構成は、表 2.2に示すとおり、建設業が３割, 大学関係が１

割で, 建設コンサルタント, その他民間企業, 官庁･公団がそれぞれ２割程度であ

る。 

表 2.2  土木学会員の職域別構成（学生会員除く） 
 

業種分類 内  訳 学会員数 比率（％） 備考 

建設業 建設業, その他建設業 9,100 27.0  

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業 7,346 21.8  

その他民間企業 
電力･ガス, 私鉄, 製造業, その

他民間 
6,399 19.0 

 

官庁･公団 
中央官庁, 公社･公団･事業団, 財

協団 
7,428 22.1 

 

大学関係 国立･私立大学, 大学院, その他 3,393 10.1  

合   計 33,666 100.0  
 
土木学会員の年齢別構成は、25歳未満～70歳以上までの会員を５歳区分で集計

した結果では、図 2.1に示すとおり、45歳～50歳未満が 5,228名（15.5％）と最

も多い。25 歳～39 歳まではほぼ横這いであり、どの区分も 3,700 名（11％）程

度である。60歳以上の会員数は、4,257人（12.6％）である。 

学歴別の土木学会員数は、図 2.2に示すとおり、大学学部卒が 18,500人（55％）

と最も多く、修士卒はその半数の 9,937 名（30％）である。ほぼ学部卒及び修士

卒で会員の 85％を占めている。 

土木学会員の地域分布は、図 2.3のとおり東京都 7,651名（22.7％）と最も多く、

次に東京都, 愛知県, 大阪府, 福岡県に会員数が集中している。また、北海道, 宮

城県, 広島県も比較的会員数が多い。 
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③ 職域別地域別会員年齢構成 

地域別の年齢構成は、図 2.4のとおり、55歳未満までの会員数はどの県において

もほぼ 80％程度である。45 歳未満でも同様におよそ 50％の構成であり、地域的

な年齢構成に大きな偏りはない。 

職域別の年齢構成は、図 2.6 のとおり、建設業, 建設コンサルタンとともに 50

歳未満までの構成比には変化はないが、50～54歳の構成比は、建設業が他の職域

に比して大きくなっている。官公庁は、50歳未満が８割を占める。 
 
④ 学生会員の特性 

土木学会学生会員の内訳は、図 2.7に示すとおり、総数 5,103名に対して、学部

生 1,557名（31％）, 大学院生 3,429名（67％）, 高専･その他で 117名(２％)で

ある。 

土木系卒業生分布調査による現在の学生数が 49,140 人であり、これから推定す

ると学生会員の学会入会率は、12％程度である。 

学部生の学会入会率は、４％程度であるのに対して、大学院の学生の入会率は

80％と高い。 

地域別に見ると、図 2.8に示すとおり愛知県の 1,016人が最も多く、次いで東京

都の 965人である。 
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5,000

6,000

図2.1　土木学会会員年齢別会員数（学生会員は除く）
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図2.6 職域別土木学会員年齢構成比状況（学生会員除く）  
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図２－７  学生会員の割合 
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図2.9 土木学会学生会員の地域分布 
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３．土木系卒業生分布調査 
 
（１）調査内容 

 
① 調査項目 
土木系の大学及び高等専門学校（以下高専と称す）に対して以下の事項を調査した。 
（１）卒業生の業種別分布 
（２）学科における土木教育の比重 
（３）学科の将来計画 
① 学生定員 
② 組織 

② 調査方法 
調査方法は、土木系の大学及び高専の 161の学科に対して、アンケート調査票を
配布･回収し、集計した。 
③ アンケート回収状況 
アンケート回収状況は、表 3.1のとおりであり、140学科（87％の回収率）の回
収が行えた。 
回答のあった学校の内訳は、図 3.1のように国立大学 63, 公立大学５, 私立大学

46, 短期大学･高専 26である。 
 

表 3.1   土木系卒業生調査票回収状況 
 

区 分 配布団体数 回収数 回収率 

学校（大学･高専） １６１校 １４０校 ８７％ 
        ※ 平成 11年７月末日 

4 4 %

4 %

3 3 %

3 %

1 6 %

国 立 大 学

公 立 大 学

私 立 大 学

短 期 大 学

工 業 高 等 専 門 学 校

（単位：学科数） 
         国立大学 公立大学 私立大学 短期大学 工業高等専門学校 全体 
配布数 ６８ ６ ５２ ６ ２７ １６１

回答数 ６３ ５ ４６ ４ ２２ １４０

回答率 ９３％ ８３％ ８８％ ６７％ ８１％ ８７％

 図 3.1  土木系卒業生分布調査アンケート回答数 
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（２）調査結果 
 

① 学校卒業者とその推移 

95年～99年までの最近５年間で土木系学校を卒業した人数は、43,063人である。

一年当たりでは、8,613 人/年である。図 3.2 に示すように学部卒業者の割合は、

全体卒業者の 67％, 修士卒の割合は 18％である。 

20年前の 75年～79年までの５年間の学校卒業者総数は 28,082人であり、学部

卒の割合は 75％, 修士卒の割合は９％である。1950 年から 1999 年までの約 50

年間の学校卒業者数合計は、220,601人である。 

一年当たりの人数で換算すると、1975年から 1999年までの 25年間で約 3,000

人増加しており、2～3％/年の増加率に相当する。 
 

② 就職先とその推移 

近年 10 年間で就職者数が増加している業種は、図 3.3 に示すように建設業と建

設コンサルタント業及び学校である。95年～99年の５年では、その他の官公庁や

その他民間への就職数が減少している。 

95年～99年までの最近５年間の就職先では、建設業が 16,844人(44％), 建設コ

ンサルタント業は 6,942人(18％)で、約 6割がこの２業種に就職している。 
 
③ 土木系学科の分類別推移とその現状 

学校アンケートの結果より、学科の概要に関する分類と卒業者の推移の関係をま

とめ、その分類で学科の定員数, 在籍者数を整理した。 

＜土木系学科の現状＞ 

学科分類別の一学年の学生定員は、12,779 人であり、実際の一年生の学生数は

10,990人である。また、その分類の学科名を各分類毎に整理し、表 3.2に示した。 

分類 A･Bは、土木, 建築, 環境等の学科名が中心である。周辺主体の分類 Cには

デザイン系, 国際関係等土木を感じさせない学科名が含まれる。表 3.3には、各分

類別の学科数の総数を示した。 

＜分類別卒業者の推移＞ 

A分類の土木工学科の人数が最も多く、図 3.4に示すように 1950年度から 1999

年度までの 50年間で対前年比平均６％の増加を続けている。現状 1995年～1999

年度での分類別の割合は、A分類約 79％, B分類約 14％, C分類約４％であった。 

C分類の周辺主体の人数は、1970年頃から増え始め、1970年度から 1999年度

までの 30年間で対前年度比平均 9.4％の増加を続けている。 

 9



卒業者数とその推移
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学部

修士

博士

短大・高専

（単位：人）
～50 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95-99

短大・高専 3,018 319 790 976 1,232 2,894 4,198 4,143 4,120 4,596 5,427
博士 19 33 52 141 143 281 275 300 386 599 1,064
修士 14 0 163 238 1,012 1,802 2,440 2,917 3,936 5,446 7,589
学部 7,606 2,790 5,029 5,954 10,177 16,504 21,169 22,790 23,439 26,314 28,983
合計 10,657 3,142 6,034 7,309 12,564 21,481 28,082 30,150 31,881 36,955 43,063

１年当りの人数 - 628 1,207 1,462 2,513 4,296 5,616 6,030 6,376 7,391 8,613

合計
※1950～1999年の合計

220,661

図3.2 学校卒業者数とその推移
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(単位：人)

～50 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95-99 95-99割合

1中央官庁 127 51 132 349 443 664 1,095 1,218 1,449 1,614 1,258 3%

2公社、公団、事業団等 13 9 61 259 530 863 948 964 988 1,130 908 2%

3都道府県 144 68 150 626 1,558 2,702 2,413 2,848 3,165 3,869 2,708 7%

4市町村 39 22 125 324 770 2,055 2,779 2,578 2,793 2,929 2,073 5%

5国公立、私立大学 126 125 147 235 462 424 429 446 439 545 771 2%

6その他学校 26 10 23 44 106 149 248 215 246 156 175 0%

7学協会 47 28 54 38 56 56 61 75 89 285 322 1%

8総合建設業 542 456 967 1,794 3,514 7,294 8,122 9,468 9,505 12,019 13,028 34%

9その他の建設業 129 79 165 208 690 1,694 2,631 2,730 2,755 2,710 3,816 10%

10コンサルタント業関係 492 379 630 765 1,216 2,027 3,226 3,528 3,637 4,875 6,942 18%

11鉄道関係 55 19 23 150 187 291 621 343 464 780 539 1%

12電力・ガス関係 58 32 22 73 120 266 581 620 770 974 650 2%

13製造業関係 74 72 120 312 502 974 1,250 1,439 1,696 1,912 1,680 4%

14その他の民間 521 238 480 456 908 1,545 2,900 2,827 3,737 3,279 3,527 9%

合計 2,393 1,588 3,099 5,633 11,061 21,004 27,304 29,299 31,733 37,077 38,397 100%

～50 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95-99 95-99割合

建設業 671 535 1,132 2,002 4,204 8,988 10,753 12,198 12,260 14,729 16,844 44%

建設コンサルタント 492 379 630 765 1,216 2,027 3,226 3,528 3,637 4,875 6,942 18%

その他民間企業 708 361 645 991 1,716 3,076 5,352 5,229 6,667 6,945 6,396 17%

官庁・公団等 370 178 522 1,596 3,357 6,340 7,296 7,683 8,484 9,827 7,269 19%

大学関係 152 135 170 279 568 573 677 661 685 701 946 2%

合計 2,393 1,588 3,099 5,633 11,061 21,004 27,304 29,299 31,733 37,077 38,397 100%

図3.3　学校卒業者の就職先別人数とその推移
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表 3.2  学科の分類と学生定員 

分類 学科の概要
学生定員
（学部）

実際の人数
（学部１年生） 学科数

・ 安全システム建設工 ・ 交通土木 ・ 土木開発
・ 海洋土木工 ・ 社会システム ・ 土木環境工
・ 環境建設 ・ 社会開発工 ・ 土木建設工
・ 環境建設工 ・ 社会環境工社会資本コース ・ 土木工
・ 環境都市工 ・ 社会建設 ・ 土木工・環境システム
・ 建設システム工 ・ 生産環境工 ・ 農業土木工学講座
・ 建設環境工 ・ 都市システム工
・ 建設工 ・ 都市工
・ 建設社会工 ・ 土木
・ 開発システム工 ・ 建設環境
・ 環境システム工 土木環境教室 ・ 社会開発工
・ 環境建設 ・ 第4類（建設系）
・ 建設 ・ 土木・土木システム
・ 建設 土木システム ・ 土木工
・ エコロジー工学系 ・ 建設工 ・ 社会開発システム工
・ システムマネジメント工 ・ 建築 ・ 社会工学類
・ デザイン情報 ・ 工学システム学類 ・ 生産環境工
・ 環境システム ・ 工業デザイン ・ 総合政策
・ 環境科 ・ 構造工 ・ 土木建築工
・ 環境工 ・ 国際交流 ・ 流通情報工学課程
・ 環境情報 ・ 国際地域
・ 環境人間 ・ 資源工

Ａ 8373 7745

Ｂ 2152 755

準土木工学系
（組織上は他分野と
一体運営しているが、
一部の学生に対して
土木工学科としての

土木工学系
(土木工学科、あるい
は名称は土木工学科
ではないが実際は土
木工学科に極めて近
い教育を行っている）

Ｃ 2254 2490

周辺主体
（土木系ではないが
土木工学を含んだ教
育をしている）

 

学科分類の考え方 

A分類．土木工学科あるいは、名称は土木工学科ではないが実際は土木工学科に極  

めて近い教育を行っている。 

B分類.．組織上は他分野と一体運営しているが、その一部の学生に対して土木工学

科としての教育を行っている。 

C分類．土木工学科ではなないが、土木工学を含んだ教育を行っている。 
 
 

表 3.3  各分類別の学科名と学科数 

 

Ａ（土木工学科） Ｂ（準土木工学） Ｃ周辺主体
学科 計 学科 計 学科 計
安全システム建設工 1 エコシステム工学専攻 1 エコロジー工学系 1
海洋土木工 2 開発システム工 1 システムマネジメント工 1
環境建設 1 環境システム工 土木環境教室 1 デザイン情報 1
環境建設工 1 環境科学研究　環境計画学専攻 1 環境システム 1
環境都市工 10 環境建設 1 環境科 1
建設システム工 2 建設 4 環境工 1
建設環境工 4 建設 土木システム 1 環境情報 2
建設工 7 建設環境 1 環境人間 1
建設工 土木工学専攻 2 建設社会工（大学院生） 1 建設工 1
建設社会工 1 社会開発工 2 建築 1
交通土木 1 社会開発工学専攻 1 工学システム学類 1
工学研究　建設システム工学専攻 1 社会建設・大学院環境共生(前期）、及び大学院(後期 1 工業デザイン 1
工学研究 土木工学専攻 1 情報科学研究 人間社会情報科学専攻 1 構造工 2
工学研究(地圏環境工学専攻) 1 第4類（建設系） 1 国際協力研究科 1
社会システム 1 土木・土木システム 1 国際交流 1
社会開発工 1 土木工 3 国際地域 1
社会環境工社会資本コース 1 (空白) 資源工 1
社会建設 1 総計 22 社会開発システム工 1
生産環境工 1 社会工学類 1
都市システム工 1 人間環境システム専攻 1
都市工 3 生産環境工 1
土木 2 総合政策 1
土木開発 1 総合理工学研究科　大気海洋環境システム学専 1
土木環境工 3 都市循環システム工学専攻 1
土木建設工 1 土木建築工 1
土木工 36 流通情報工学課程 1
土木工・環境システム 1 総計
農業土木工学講座 1
総計 89

28

 12



 

0

5 ,000

10 ,000

15 ,000

20 ,000

25 ,000

30 ,000

35 ,000

～
5
0

5
0～
5
4

5
5～
5
9

6
0～
6
4

6
5～
6
9

7
0～
7
4

7
5～
7
9

8
0～
8
4

8
5～
8
9

9
0～
9
4

9
5～
9
9

卒
業
者
数
(人
）

0

20

40

60

80

100

学
科
数
(学
科
）

Ａ：土木
Ｂ：準土木
Ｃ：土木周辺
Ｄ：不明
Ａ：土木
Ｂ：準土木
Ｃ：土木周辺

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 ～50 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90-94 95-99 合計

A；土木工学科あるいは名称は土

木工学科ではないが実際は土木

工学科に極めて近い教育を行っ

ている 

 

5,984 

 

2,392 4,686 5,719 10,078 17,319 22,344 24,740

 

25,858 

 

29,593 33,803 182,516

B；組織上は他分野と一体運営し

ているが、その一部の学生に対

し土木工学科としての教育を行っ

ている 

 

4,673 

 

750 1,348 1,590 1,950 3,095 3,350 3,266

 

3,247 

 

3,885 4,739 31,893

C；土木系ではないが土木工学を

含んだ教育をしている 
 

0 

 

0 0 0 0 295 1,208 847

 

1,496 

 

2,026 2,804 8,676

不  明 
 

0 

 

0 0 0 536 772 1,180 1,297

 

1,280 

 

1,573 1,717 8,355

合  計 
 

10,657 

 

3,142 6,034 7,309 12,564 21,481 28,082 30,150

 

31,881 

 

37,077 43,063 231,440

 
図 3.4  土木系分類学科数と卒業者数の推移 
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  アンケート票（１） 

[  大学  学部  学科] 

 

記入者      

１． 卒業生, 修了生の業種別分布について人数でお答え下さい。 

 

卒  業  年  次 （西 暦） 
業     種 

1999-95 94-90 89-85 84-80 79-75 74-70 69-65 64-60 59-55 54-50 50 以前 

１ 中央官庁            

２ 公社, 公団, 事業団等            

３ 都道府県            

４ 市町村            

５ 国公立･私立大学            

６ その他学校            

７ 学協会            

８ 総合建設業            

９ その他の建設業            

10 コンサルタント業関係            

11 鉄道関係            

12 電力･ガス関係            

13 製造業関係            

14 その他民間    

14

土
木
系
卒
業
生
分
布
調
査
調
査
票

 

        

計            

大 卒業者･修了者数＊学部            

         修士            

学        博士            

短大･高専   卒業生            

 

[1999 年 4 月 1 日時点のデータでご記入下さい。それ以外の場合は何時のか日付けをご記入下さい。[   年   月   日] 時点] 

＊ 進学者を除き、就職した人数を記入して下さい。 

 



アンケート票（２） 
 

1.貴学科の概要について次の A,B,C を選択の上」ご記入下さい。 
 

A：土木工学科あるいは名称は土木工学科ではないが、実際は土木工学科に極めて近い

教育を行っている。 
 

1 学年の学生定員  学部  名  修士課程  名   博士課程  名 

実際の学生数（平成 11 年４月時点） 

学部 1 年 名 

 2 年 名 

 3 年 名 

 4 年 名 

修士 1 年 名 

 2 年 名 

 1 年 名 

博士 2 年 名 

 3 年 名 

 
B：組織上は他分野と一体運営しているが、その一部の学生に対して土木工学科として
の教育を行っている。 
 

  学科としての定員 

学部   名 修士   名 博士   名 
 

  そのうち土木の定員 

学部   名 修士   名 博士   名 
 

土木系学生の実数を記入下さい。 

  実際の学生数（平成 11 年４月時点） 

学部 1 年 名 

 2 年 名 

 3 年 名 

 4 年 名 

修士 1 年 名 

 2 年 名 

 1 年 名 

博士 2 年 名 

 3 年 名 

 

C：土木工学科ではないが、土木工学を含んだ教育をしている。 
 

  1 学年の学生定員 

学 部 名

修士課程 名

博士課程 名
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実際の学生数（平成 11 年４月時点） 

学部 1 年 名 

 2 年 名 

 3 年 名 

 4 年 名 

修士 1 年 名 

 2 年 名 

 1 年 名 

博士 2 年 名 

 3 年 名 

 

もしコース制をとっている場合はその数を（ ）でお示し下さい。 

 

2.貴学科の将来計画をお持ちでしたら以下の項目についてご記入下さい。 

（１）学生定員について 

･ このまま 

･ 変更する予定あり 

  いつ頃どのように変える予定かご記入下さい。 

 

 

 

（２）組織について 

･ このまま 

･ 変更する予定あり 

  いつ頃どのように変える予定かご記入下さい。 

 

 

 

 

 

以 上 

 

ご協力有り難うございました。 
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４．土木系技術者分布調査 
 
（１）調査内容 

 
① 調査･事項 
職域ごとに代表的な企業や団体を選定し、アンケート調査を実施して職域におけ

る年齢, 学歴, 有資格者の特性を把握するとともに、退職とその後の活用及び転職
など流動性に関する事項, 研究組織, 技術者数の予測ならびに土木事業量の予測
に関する見解を調査した。 
アンケートによる調査項目は次のとおりである。 
（ａ）土木系業務に携わる技術者の以下の人数 

  ・学歴別人数（大学院, 大学, 高専・短大, 高校） 
  ・専門分野別人数（土木系とそれ以外の技術系） 
  ・年齢区分別人数（20歳以上５歳区分 70歳までと 70歳以上） 
  ・所在地（勤務地）別人数 
  ・定年若しくは退職年齢 
  ・転職（前職） 
  ・土木学会所属人数 
（ｂ）研究組織の現状と将来予測 
（ｃ）技術者数の将来予測 
（ ｄ）土木事業量の将来予測 

② 調査方法 
職域別に選定した企業や団体に対し、平成 11 年５月から７月にかけて別途最後
に示す別紙アンケート調査票を配布・回収し、集計して調査結果とした。 
なお、今回調査の対象とした団体は、回収効率を考慮し、土木学会員のいる団体

から選定している。 
表 4.1  職域別に抽出した団体数 

職 域 区 分 抽出した団体 
１．建設業 １５０社 
２．建設コンサルタント ７７社 
３．電力・ガス １０社 
４．私鉄 ２社 
５．製造業関係 ２０社 
６．その他民間 １０社 
７．中央官庁 ３省庁 
８．地方公共団体 ３０団体 
９．公社・公団・事業団 １０団体 
10．学・協・財 ５団体 

合   計 ３１７団体 
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③ アンケート回収状況 

職域別アンケートの回収状況は、表 3.2のとおりであり、182団体（57％の回収

率）の回収が行なえた。 

表 4.2  職域別アンケート調査票回収状況 平成 11 年７月末日現在 

 

職 域 区 分 配布団体数 回 収 数 回 収 率 

１．建設業 １５０社 ９５社 ６３％ 

２．建設コンサルタント ７７社 ４６社 ６０％ 

３．電力・ガス １０社 ６社 ６０％ 

４．私鉄 ２社 １社 ５０％ 

５．製造業関係 ２０社 ６社 ３０％ 

６．その他民間 １０社 ２社 ２０％ 

７．中央官庁 ３省庁 ２省庁 ６６％ 

８．地方公共団体 ３０団体 １６団体 ５３％ 

９．公社・公団・事業団 １０団体 ６団体 ６０％ 

10．学・協・財 ５団体 ２団体 ４０％ 

合  計 ３１７団体 １８２団体 ５７％ 

 

④ 技術者ならびに土木系技術者の定義 

（ａ）技術者 

本調査では、「技術者」を土木系業務に携わる技術者とし、次項に示す土木系技

術者を含むものとした。なお、もともと事務系の者であるが現在、技術者として

従事している者も「技術者」として取り扱うこととした。ここでいう土木系業務

とは、中央・地方政府, 政府関係団体ならびに民間企業などが行なう土木工事に

係わる発注などの行政事務, 研究, 企画, 各種調査, 計画, 設計, 工事ならびに維

持・管理・運用などの業務とした。 

（ｂ）土木系技術者 

本調査では、「土木系技術者」を「技術者」のうち土木系の学校（大学院, 大学, 高

専・短大, 工業高校）を卒業した者とした。 

 

A分類（純粋土木系列）（例）土木工学科, 土木科 

B分類（建築分野を含む系列）(例)建設工学科, 建設基礎工学科 
土木系 

C分類（社会･経済分野を含む系列）（例）社会工学科, 都市工学科 

D分類（周辺分野系列）（例）衛生工学科, 環境工学科, 情報工学科 

E分類（農学系列）（例）農業土木科, 林学科 

F分類（理学科）（例）鉱山学科, 地質工学科 
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（２）調査結果 
 
① 技術者ならびに土木技術者 

土木系業務における技術系従業員（技術者）数は、図 4.1に示すように 182団体

で 98,375名である。全従業員は、127,195名であるので、全従業員に占める技術

者の割合は 77％である。 

技術者の専門別の構成は、図 4.2に示すように技術者のうち 79％が土木系技術者

である。 

単位：人
土木系業務
における全
従業員数

男性 女性 不明 合計
127,195 94,967 1,490 1,918 98,375

単位：人

土木系
土木系以
外の工学 理学系 工、理以外不明 計

77,553 9,773 1,330 6,580 3,139 98,375

土木系業務における技術系従業員数

図4.1　土木系業務における技術系従業員数

図4.2　技術者の専門別構成

土木系業務における技術系従業員(技術者）

96%

2%

2%

男性

女性

不明

技術者の専門別構成

79%

10%

1%
7%

3%

土木系

土木系以外の
工学系

理学系

工、理以外

不明
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② 土木系技術者の推計 

アンケート調査で得られた土木学会入会率を用いて、我が国における土木技術者

の総数を推計した。 
 

(ａ) 土木系技術者別学会入会率 

職域別の技術者の土木学会入会率は表 4.3のとおりであり、建設業で 14.8%、建

設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄで 15.5%である。職域全体では、11.2%の土木学会入会率である。 

職域別の従業員の土木学会入会率は、職域全体で 8.7%となっている。 
 

表 4.3  土木学会入会率 
 

ｱﾝｹｰﾄ回答企業  
職 域 

 
学会員数 
① 

学会員数
② 

技術者数
③ 

従業員数 
④ 

技術者の 
入会率(%) 
②/③ 

従業員の 
入会率(%)
②/④ 

建 設 業 9,100 5,464 36,848 44,502 14.8 12.3 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 7,346 1,954 12,568 14,666 15.5 13.3 

中央官庁 1,458 978 15,532 22,721 6.3 4.3 

地方公共団体 2,786 557 13,732 17,752 4.1 3.1 

電力・ｶﾞｽ・私鉄 1,259 599 3,826 4,081 15.7 14.7 

公団・公社 2,198 1,133 14,188 20,948 8.0 5.4 

製  造業 2,213 331 1,455 2,236 22.7 14.8 

財団・その他 2,980 27 226 289 11.9 9.3 

合  計 29,340 11,043 98,375 127,195 11.2 8.7 

 

(ｂ) 土木系業務における従業員と技術者の数 

土木学会入会率と土木学会会員数をもとに、土木系業務における技術者数及び従

業員数を推計した。土木系業務における技術者数は 270,695 人、土木系業務にお

ける従業員数は 347,979人と推計される。 
 

表 4.4  土木系業務における技術者数と従業員数 
 

 
職 域 

 
学会員数 
① 

技術者の 
入会率(%)
② 

従業員の 
入会率(%)
③ 

土木系業務
における技
術者数 
①/② 

土木系業務
における従
業員数 
①/③ 

備考

建設業 9,100 14.8 12.3 61,368 74,116  

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 7,346 15.5 13.3 47,249 55,136  

中央官庁 1,458 6.3 4.3 23,115 33,872  

地方公共団体 2,786 4.1 3.1 68,685 88,792  

電力・ｶﾞｽ・私鉄 1,259 15.7 14.7 8,042 8,578  

公団・公社 2,198 8.0 5.4 27,524 40,639  

製造業 2,213 22.7 14.8 9,728 14,949  

財団・その他 2,980 11.9 9.3 24,944 31,897  

合  計 29,340      －       － 270,695 347,979  
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③ 技術者の学歴と専門 

技術者の学歴はアンケート集計値で見ると、全体では博士 0.2％, 修士 9.6%, 大

学学部 42.3％で学部卒以上が 52.1％を占めている。 

また、技術者の専門別ではアンケート集計値で見ると土木系が 78.8％, 土木系以

外の工学系が 9.9％, 理学系が 1.4％となっている。建設コンサルタントでは土木

系 65.6％と低く, 理学系 4.5％と高いのが特徴的である。 

 （アンケート集計値） （単位：人）
大学博士 大学修士 大学学部 高専短大 高校 その他 不明 合計

建設業 60 3,357 20,856 2,435 9,630 494 16 36,848
建設コンサルタント 77 1,707 6,901 1,086 2,360 435 2 12,568
中央官庁 12 1,418 4,242 2,088 7,554 218 0 15,532
地方公共団体 55 903 6,087 1,097 5,393 197 0 13,732
電気・ガス・私鉄 3 651 430 411 2,238 93 0 3,826
公団・公社 7 1,073 2,415 764 4,332 5,594 3 14,188
製造業 6 298 581 89 420 61 0 1,455
財団・その他 1 42 109 42 28 2 2 226
合計 221 9,449 41,621 8,012 31,955 7,094 23 98,375

(学会入会率による全体推計値）
大学博士 大学修士 大学学部 高専短大 高校 その他 不明 合計

建設業 100 5,591 34,735 4,055 16,038 823 27 61,368
建設コンサルタント 289 6,417 25,944 4,083 8,872 1,635 8 47,249
中央官庁 18 2,114 6,324 3,113 11,261 325 0 23,155
地方公共団体 275 4,517 30,446 5,487 26,975 985 0 68,685
電気・ガス・私鉄 6 1,368 904 864 4,704 195 0 8,042
公団・公社 14 2,082 4,685 1,482 8,404 10,852 6 27,524
製造業 40 1,992 3,884 595 2,808 408 0 9,728
財団・その他 110 4,636 12,030 4,636 3,090 221 221 24,944
合計 853 28,717 118,952 24,314 82,153 15,445 261 270,695

表4.5 職域別学歴別技術者数
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（アンケート集計値） （単位：人）

土木系
土木系以外の
工学系

理学系 工学、理学以外 不明 合計

建設業 32,552 2,425 425 1,446 0 36,848
建設コンサルタント 8,242 1,871 569 1,846 40 12,568
中央官庁 10,774 2,108 42 374 2,234 15,532
地方公共団体 10,011 1,609 254 993 865 13,732
電気・ガス・私鉄 3,481 171 28 146 0 3,826
公団・公社 11,747 786 0 1,655 0 14,188
製造業 588 790 6 71 0 1,455
財団・その他 158 13 6 49 0 226
合計 77,553 9,773 1,330 6,580 3,139 98,375

（学会入会率による全体推計値） （単位：人）

土木系
土木系以外の
工学系

理学系 工学、理学以外 不明 合計

建設業 54,214 4,039 708 2,408 0 61,368
建設コンサルタント 30,986 7,034 2,139 6,940 150 47,249
中央官庁 16,062 3,143 63 558 3,330 23,155
地方公共団体 50,073 8,048 1,270 4,967 4,327 68,685
電気・ガス・私鉄 7,316 359 59 307 0 8,042
公団・公社 22,789 1,525 0 3,211 0 27,524
製造業 3,931 5,282 40 475 0 9,728
財団・その他 17,439 1,435 662 5,408 0 24,944
合計 202,809 30,864 4,941 24,273 7,807 270,695

表4.6 職域別専門別技術者数 



④ 技術者の年齢構成 

年齢別の技術者数は、アンケート集計値で見ると表 4.７に示すように、全体では

46歳～50歳が最も多く、全体の 16.9％を占める。建設業では 19.5％を占めてい

る。 

（アンケート集計値） （ 位：単 人）
～２０ ２０～

２５
２６～
３０

３１～
３５

３６～
４０

４１～
４５

４６～
５０

５１～
５５

５６～
６０

６１～
６５

６６～
７０

７１～ 不明
合計

建設業 105 2,723 5,340 4,330 4,056 4,916 7,169 4,965 2,462 531 177 33 41 36,848
建設コンサルタント 10 1,547 3,105 1,813 1,508 1,419 1,377 759 440 334 180 76 0 12,568
中央官庁 131 1,796 2,714 2,317 2,348 1,969 2,044 1,523 592 0 0 0 98 15,532
地方公共団体 67 894 1,540 1,385 1,065 1,634 2,391 2,224 1,514 0 0 0 1,018 13,732
電気・ガス・私鉄 38 486 577 529 726 655 443 211 145 14 1 1 0 3,826
公団・公社 82 874 1,286 1,080 2,223 3,077 2,799 2,490 277 0 0 0 0 14,188
製造業 6 91 197 203 103 201 348 182 93 9 3 1 18 1,455
財団・その他 1 19 32 56 37 27 22 14 7 7 2 0 2 22
合計 440 8,430 14,791 11,713 12,066 13,898 16,593 12,368 5,530 895 363 111 1,177 98,375

（学会入会率による全体推計値） （ 位：

6

単 人）
～２０ ２０～

２５
２６～
３０

３１～
３５

３６～
４０

４１～
４５

４６～
５０

５１～
５５

５６～
６０

６１～
６５

６６～
７０

７１～ 不明
合計

建設業 175 4,535 8,893 7,211 6,755 8,187 11,940 8,269 4,100 884 295 55 68 61,368

建設コンサルタント 38 5,816 11,673 6,816 5,669 5,335 5,177 2,853 1,654 1,256 677 286 0 47,249
中央官庁 195 2,677 4,046 3,454 3,500 2,935 3,047 2,270 883 0 0 0 146 23,155
地方公共団体 335 4,472 7,703 6,927 5,327 8,173 11,959 11,124 7,573 0 0 0 5,092 68,685
電気・ガス・私鉄 80 1,021 1,213 1,112 1,526 1,377 931 443 305 29 2 2 0 8,042
公団・公社 159 1,696 2,495 2,095 4,313 5,969 5,430 4,831 537 0 0 0 0 27,524
製造業 40 608 1,317 1,357 689 1,344 2,327 1,217 622 60 20 7 120 9,728
財団・その他 110 2,097 3,532 6,181 4,084 2,980 2,428 1,545 773 773 221 0 221 24,944
合計 1,132 22,922 40,872 35,154 31,862 36,300 43,239 32,553 16,446 3,002 1,214 349 5,647 270,695

表 4.7 職域別年齢別技術者数

 

⑤ 転職と定着 

表 4.8に示すようにアンケート集計値で見ると、転職経験者数は 7,398人, 技術

者総数 98,375人の 7.5％である。２回以上の転職経験者数は 1,422人であり、1.4％

である。建設コンサルタントが最も多く 24.0％, 次いで建設業 8.1％である。建設

業, 建設コンサルタントともに同業種からの転職者が多い（表 4.９参照）。 

職域別定着率では表 4.10に示すように、昭和 55年時点（すなわち昭和 55年に

入社したことを意味する）のデータで見ると建設業は 74％, 建設コンサルタント

は 69％,中央官庁 88％と建設コンサルタントの定着率が最も低い。地方公共団体

は 100％となっている。 
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（アンケート集計値） （単位：人） （学会入会率による全体推計値） （単位：人）
転職者 転職２回以上 転職者 転職２回以上

建設業 2,977 511 建設業 4,958 851
建設コンサルタント 3,011 749 建設コンサルタント 11,320 2,816
中央官庁 298 32 中央官庁 444 48
地方公共団体 782 109 地方公共団体 3,911 545
電気・ガス・私鉄 105 12 電気・ガス・私鉄 221 25
公団・公社 128 0 公団・公社 248 0
製造業 45 9 製造業 301 60
財団・その他 52 0 財団・その他 5,739 0
合計 7,398 1,422 合計 27,143 4,345

表 4.8　職域別転職者状況

 

（アンケート集計値）        （単位：

人） 
前 職  

 国家公務員 地方公務員 民間企業者 教職者 建設業 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ その他 合計 

建設業 253 205 212 22 1,505 83 496 2,776

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 147 211 283 37 520 969 630 2,797

中央官庁 103 13 95 0 39 4 55 309

地方公共団体 101 72 178 5 177 22 229 784

電気・ガス・私鉄 2 2 0 0 12 1 89 106

公団・公社 5 0 1 1 21 4 16 48

製造業 2 0 0 0 16 5 22 45

財団・その他 15 7 0 0 25 40 31 118

合計 628 510 769 65 2,315 1,128 1,568 6,983

  （学会入会率による全体推計値） 

 前 職 

 国家公務員 地方公務員 民間企業者 教職者 建設業 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ その他 合計 

建設業 421 341 353 37 2,506 138 826 4,623

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 553 793 1,064 139 1,955 3,643 2,368 10,515

中央官庁 154 19 142 0 58 6 82 461

地方公共団体 505 360 890 25 885 110 1,145 3,921

電気・ガス・私鉄 4 4 0 0 25 2 187 223

公団・公社 10 0 2 2 41 8 31 93

製造業 13 0 0 0 107 33 147 301

財団・その他 1,656 773 0 0 2,759 4,415 3,421 13,024

合計 3,316 2,291 2,451 203 8,337 8,355 8,209 33,161 
表 4.9   職域別転職者の前職状況 

 
 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成7年 

建設業 59.3% 72.4% 72.6% 74.3% 74.7% 79.0% 87.2% 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 55.4% 68.1% 68.0% 69.3% 70.6% 74.7% 84.4% 

中央官庁 62.3% 68.1% 87.4% 87.7% 88.2% 89.8% 93.5% 

地方公共団体 92.5% 95.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

電気・ガス・私鉄 100.0% 96.7% 97.9% 94.5% 100.0% 94.0% 98.8% 

公団・公社 100.0% 100.0% 94.6% 98.0% 97.4% 92.7% 96.2% 

製造業 47.1% 73.4% 92.5% 100.0% 89.0% 83.6% 93.9% 

財団・その他 回答なし 59.5% 

表 4.10  職域別定着率 

（注）それぞれ昭和 40年, 昭和 45年．．．平成 7年に入社した者のうち、現在（平成 11年）
もその団体に残っている者の割合を示す。 
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⑥ 技術者の定年制度と退職者活用システム 

回答団体のうち、定年制度があると回答した団体は無回答を除くと 99％とほぼ

全数であり、平均定年年齢は 60.2歳である。 

退職者活用システムがあると回答したものの中では、子会社の人材派遣会社に登

録し社内で需要があった場合人材を派遣する, 本人が希望し会社が認めた時は嘱託

社員として期限を定めて再雇用することがある(嘱託契約は 1 年毎の更新で最長年

齢制限はない）、将来的に導入を予定しており現在検討中などの回答があった。 

⑦ 技術資格の取得者 

建設分野において何などかの資格を持っている技術者数は、アンケート調査集計値で

55,165人であり、技術者総数 98,375人の 56％を占める。建設業においては有資格者

39,605 人で技術者総数 36,848 人を超えており、重複取得者がいることを示している

が、1級土木施工管理技士が技術者総数の 79％も占めている。建設コンサルタントで

は技術士とRCCMの取得者が多い。中央官庁と地方公共団体は有資格者が少ない。 
 

 

（アンケート調査集計値）                                                                            （単位：人）

 博士 技術士 
１級土木施工

管理技士 
RCCM 測量士 地質調査技士 合計 

建設業 234 2,504 29,178 45 7,635 9 39,605

建設コンサルタント 154 2,039 2,680 2,047 2,399 204 9,523

中央官庁 36 8 162 0 42 0 248

地方公共団体 14 37 323 1 308 0 683

電気・ガス・私鉄 22 147 892 11 60 0 1,132

公団・公社 14 356 1753 4 447 0 2,574

製造業 121 153 1002 0 46 0 1,322

財団・その他 1 27 34 7 9 0 78

合計 596 5,271 36,024 2,115 10,946 213 55,165

（土木学会入会率による全体推計値）                                                                 （単位：人）

 博士 技術士 
１級土木施工

管理技士 
RCCM 測量士 地質調査技士 合計 

建設業 390 4,170 48,594 75 12,716 15 65,960

建設コンサルタント 579 7,666 10,075 7,696 9,019 767 35,801

中央官庁 54 12 242 0 63 0 370

地方公共団体 70 185 1,616 5 1,541 0 3,416

電気・ガス・私鉄 46 309 1,875 23 126 0 2,379

公団・公社 27 691 3,401 8 867 0 4,994

製造業 809 1,023 6,699 0 308 0 8,839

財団・その他 110 2,980 3,753 773 993 0 8,609

合計 2,085 17,035 76,254 8,579 25,632 782 130,368 
表 4.11  職域別技術資格取得者数 

⑧ 技術者の地域分布 

技術者の地域分布は、アンケート調査集計値によれば、表4.12に示すように東京都が最も

多く23.5％を占める。次いで大阪府の8.4％である。技術者は３大都市圏に集中しているが、

北海道や新潟県などの中央官庁の地方局がある道県に4%程度の技術者が集中している。 
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表4.12 技術者の地域分布 
 

（アンケート調査集計値） 
集計 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 

建設業 1,144 76 326 1,633 34 154 241 176 359 195 727 650 8,586 1,318 1,135 497 453 206 266 336 133 331 2,618 196 134 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 154 133 132 642 81 106 27 30 8 6 460 156 2,392 525 317 148 163 32 7 23 23 175 1,199 62 26 

中央官庁 27 206 281 619 286 366 291 475 175 199 285 365 1931 656 753 225 126 107 114 302 347 310 748 271 114 

地方公共団体 1569 0 0 0 0 0 0 0 0 0 117 0 5941 0 1035 0 0 177 0 216 0 233 1018 0 0 

電気・ガス・私鉄 278 27 3 1 0 0 93 49 59 173 39 92 894 160 87 89 0 22 83 242 210 169 339 17 74 

公団・公社 187 324 530 604 413 260 435 356 327 360 560 1240 2797 709 671 31 28 23 173 476 87 584 979 211 67 

製造業 0 0 0 2 0 0 0 12 0 0 0 139 350 200 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 224 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 3,359 766 1,272 3,501 814 886 1,087 1,098 928 933 2,188 2,642 23,115 3,568 3,998 990 770 567 643 1,595 800 1,802 6,904 757 415 

 

集計 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 海外 不明 合計 

建設業 284 4,052 753 46 18 96 261 236 1,141 420 118 649 231 184 1,899 361 241 81 272 144 236 51 134 15,058 36,848 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 188 1,664 172 67 24 207 182 324 642 87 28 95 103 99 620 45 38 92 106 129 41 67 2 5,543 12,568 

中央官庁 129 615 440 92 131 160 185 178 633 301 174 322 159 171 782 214 156 353 203 195 246 9 23 5,976 15,532 

地方公共団体 0 880 0 0 0 0 0 0 863 0 97 250 483 0 1 0 550 0 0 0 0 0 0 3,426 13,732 

電気・ガス・私鉄 59 274 91 50 32 0 0 0 1 0 9 4 0 23 10 0 2 18 0 0 0 4 17 643 3,826 

公団・公社 131 560 167 8 40 15 29 38 130 56 61 97 54 31 164 7 18 31 48 34 28 9 2 1,758 14,188 

製造業 0 215 72 0 0 0 0 7 8 0 0 0 0 0 2 0 0 0 57 0 0 0 0 749 1,455 

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 226 

合計 791 8,260 1,695 263 245 478 657 783 3,418 864 487 1,417 1,030 508 3,478 627 1,005 575 686 502 551 140 178 33,155 98,375 

 

 

(学会入会率による全体推計値) 
推計 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 

建設業 1,905 127 543 2,720 57 256 401 293 598 325 1,211 1,083 14,300 2,195 1,890 828 754 343 443 560 222 551 4,360 326 223 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 579 500 496 2,414 305 399 102 113 30 23 1,729 586 8,993 1,974 1,192 556 613 120 26 86 86 658 4,508 233 98 

中央官庁 40 307 419 923 426 546 434 708 261 297 425 544 2,879 978 1,123 335 188 160 170 450 517 462 1,115 404 170 

地方公共団体 7,848 0 0 0 0 0 0 0 0 0 585 0 29,716 0 5,177 0 0 885 0 1,080 0 1,165 5,092 0 0 

電気・ガス・私鉄 584 57 6 2 0 0 195 103 124 364 82 193 1,879 336 183 187 0 46 174 509 441 355 713 36 156 

公団・公社 363 629 1,028 1,172 801 504 844 691 634 698 1,086 2,406 5,426 1,375 1,302 60 54 45 336 923 169 1,133 1,899 409 130 

製造業 0 0 0 13 0 0 0 80 0 0 0 929 2,340 1,337 0 0 0 0 0 0 0 0 20 0 0 

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24,723 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 11,319 1,619 2,493 7,243 1,589 1,705 1,976 1,988 1,647 1,706 5,119 5,741 90,255 8,196 10,866 1,967 1,609 1,599 1,149 3,609 1,435 4,325 17,707 1,409 776 

 

推計 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 海外 不明 合計 

建設業 473 6,748 1,254 77 30 160 435 393 1,900 699 197 1,081 385 306 3,163 601 401 135 453 240 393 85 223 25,078 36,290 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 707 6,256 647 252 90 778 684 1,218 2,414 327 105 357 387 372 2,331 169 143 346 399 485 154 252 8 20,839 26,410 

中央官庁 192 917 656 137 195 239 276 265 944 449 259 480 237 255 1,166 319 233 526 303 291 367 13 34 8,909 14,246 

地方公共団体 0 4,402 0 0 0 0 0 0 4,317 0 485 1,250 2,416 0 5 0 2,751 0 0 0 0 0 0 17,136 51,549 

電気・ガス・私鉄 124 576 191 105 67 0 0 0 2 0 19 8 0 48 21 0 4 38 0 0 0 8 36 1,351 6,690 

公団・公社 254 1,086 324 16 78 29 56 74 252 109 118 188 105 60 318 14 35 60 93 66 54 17 4 3,410 24,114 

製造業 0 1,437 481 0 0 0 0 47 53 0 0 0 0 0 13 0 0 0 381 0 0 0 0 5,008 4,720 

財団・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 221 24,723 

合計 1,750 21,422 3,553 586 460 1,206 1,451 1,997 9,882 1,584 1,184 3,365 3,530 1,042 7,017 1,103 3,567 1,105 1,628 1,081 968 376 305 81,953 188,742 
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⑨ 研究組織 

182団体のうち、研究組織を保有する団体は、66団体（36%）であった。特に母

数の少ない業種を除けば建設業の保有率は 40%と高く、建設コンサルタントは、

17％の保有率である（図 4.3）。 

研究組織の職員数は、研究組織保有の 66団体合計で 2,900名である。１団体当

たりの職員数は、44人となる。技術系の職員数は、総数で 2,500人、研究組織職

員の 86%に相当する。公共団体（中央官庁及び地方公共団体）の研究組織の技術

系職員の割合は、77%と他の業種に比べて低い（図 4.4）。 

１機関あたりの研究組織の年間予算額は、平均で 629百万円であり、建設業及び

電力・ガス・私鉄は、850～890百万円と比較的予算額が多い（図 4.5）。 

研究組織の将来見通しとして、現状程度の規模で続けたいと回答した団体が55％

（38 団体）、廃止を含め縮小と回答した団体が 14％（10 団体）、拡大して行きた

いと回答した団体が 13％（９団体）あり、現状維持の見通しが多数を占めている。

縮小・廃止の理由として最も多かったのは、経費削減の対象となっていると回答

した団体が４団体あった（図 4.6）。 
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図 4.3   研究組織の機関数 
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図 4.4   研究組織の役職員数 
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図 4.5    研究組織の１機関あたり年間予算額 
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単位：機関数

a.現状程度
の規模で
続けていき
たい

b.将来は規
模を多少
縮小せざ
るを得ない
だろう

c.将来は廃
止を含め
思い切った
縮小を考
えている

d.将来は規
模を拡大し
ていきたい

e.どうする
か考えて
いない

f.答えられ
ない

総計

回答者 38 9 1 9 4 8 69
割合 55% 13% 1% 13% 6% 12% 100%

単位：機関数

a.経費削減
の対象と
なっている

ｂ.技術研
究、開発へ
の投資が
回収されな
い

ｃ.その他 a、ｂ両方 無回答 総計

回答者 4 0 2 3 1 10
割合 40% 0% 20% 30% 10% 100%

図4.6　研究組織の将来見通し

研究組織の将来見通し
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⑩ 技術者ならびに土木事業量の将来予測 
 

(ａ) 技術者数の将来予測 
技術者数の将来予測は、図4.7に示すように、現状程度と回答した団体が30％、

１～２割程度減少と回答した団体が 43％、３割以上減少と回答した団体を加え
減少と回答した団体は、合計で 45％であった。一方、将来技術者数が１～２割
程度増加すると回答した団体が、19％あり、３割増加すると回答した団体を加え
増加すると回答した団体が合計 22％であった。 
研究組織の技術者数の将来予測は、現状程度と回答した団体が 43％、１～２

割程度減少と回答した団体が 30％、３割以上減少と回答した団体を加え減少と
回答した団体は、合計で 31％であった。一方、１～２割程度増加すると回答し
た団体が、20％あり、３割増加すると回答した団体を加え増加すると回答した
団体が合計 21％であった。 
技術者全体数の予測と違う点は、現状程度と捉えている団体が、減少と回答

している団体数よりも多い点である。 
研究組織を除く技術者数の将来予測は、現状程度と回答した団体が 35％、１

～２割程度減少と回答した団体が 39％、３割以上減少と回答した団体を加え減
少と回答した団体は、合計 40％であった。一方、１～２割程度増加すると回答
した団体が、20％あり、３割増加すると回答した団体を加え増加すると回答し
た団体が合計 22％であった。 
現状程度の技術者数と回答した団体が、技術者全体数と研究組織の技術者数

の中間に当たる回答となった。 
 
（ｂ）土木事業量の将来予測 

10年後の土木事業量の将来予測は、図 4.8に示すように、現状程度と回答し
た団体が１８％、１～２割程度減少と回答した団体が 50％、３割～４割及び４
割以上減少と回答した団体を加え減少と回答した団体は、合計で 57％であった。 
一方、１～２割程度増加すると回答した団体が、14％あり、３割～４割及び

４割増加する団体を加え増加すると回答した団体が合計 23％であった。 
10年後の土木事業量の将来予測の回答状況を職域別に見ると、図 4.9に示す

ように、建設業は、約６割の団体が減少すると回答し、建設コンサルタントで

は５割の団体が減少すると回答している。 
一方、電力・ガス・私鉄は、全団体が減少すると回答している。地方公共団

体では、減少と回答している団体は約６割、現状程度と回答している団体が２

割程度あった。 
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単位：機関数

現状程度
1～2割減
少

3割以上
減少

1～2割増
加

3割増加 その他 総計

回答者 49 71 3 32 5 5 165
割合 30% 43% 2% 19% 3% 3% 100%

単位：機関数

現状程度
1～2割減
少

3割以上
減少

1～2割増
加

3割増加 その他 総計

回答者 37 26 1 17 1 5 87
割合 43% 30% 1% 20% 1% 6% 100%

単位：機関数

現状程度
1～2割減
少

3割以上
減少

1～2割増
加

3割増加 その他 総計

回答者 49 55 2 28 3 4 141
割合 35% 39% 1% 20% 2% 3% 100%

図4.7　研究組織の技術者数の将来予測
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単位：機関数

現状程度
1～2割減
少

3～4割以
上減少

4割以上
減少

1～2割増
加

3～4割増
加

4割増加 その他 総計

回答者 32 88 11 2 24 12 3 5 177
割合 18% 50% 6% 1% 14% 7% 2% 3% 100%

図4.8　１０年後の土木事業量の将来予測

１０年後の土木事業量の将来予測
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１３．技術者の将来予測
Ｑ29.技術者全体の数について

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 22 42 1 18 1 0 84 回答者 13 9 0 13 3 1 39 回答者 4 0 0 0 0 0 4

割合 26% 50% 1% 21% 1% 0% 100% 割合 33% 23% 0% 33% 8% 3% 100% 割合 100% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 5 11 1 0 0 2 19 回答者 2 5 0 0 0 0 7 回答者 0 1 1 0 0 1 3

割合 26% 58% 5% 0% 0% 11% 100% 割合 29% 71% 0% 0% 0% 0% 100% 割合 0% 33% 33% 0% 0% 33% 100%

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 2 3 0 1 0 0 6 回答者 1 0 0 0 1 1 3 回答者 49 71 3 32 5 5 165

割合 33% 50% 0% 17% 0% 0% 100% 割合 33% 0% 0% 0% 33% 33% 100% 割合 30% 43% 2% 19% 3% 3% 100%
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Ｑ29．建設業
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51%

1%

21%

1% 0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．コンサルタント

33%

23%0%

33%

8% 3%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．中央官庁

100%

0%0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．電力・ガス･私鉄

29%

71%

0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．製造業

33%

50%

0%

17%

0%

0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．財団･その他

34%

0%

0%

0%
33%

33%
現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．全体

30%

43%

2%

19%

3% 3%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．地方公共団体

26%

58%

5%

0%

0%

11%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ29．公団･公社

0%

34%

33%

0%

0%

33% 現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

図4.9（1）　各職域別の技術者及び土木事業量の将来予測



現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 19 16 1 11 0 2 49 回答者 5 4 0 5 1 0 15 回答者 3 0 0 0 0 0 3

割合 39% 33% 2% 22% 0% 4% 100% 割合 33% 27% 0% 33% 7% 0% 100% 割合 100% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 2 1 0 0 0 0 3 回答者 5 1 0 0 0 1 7 回答者 0 1 0 1 0 1 3

割合 67% 33% 0% 0% 0% 0% 100% 割合 71% 14% 0% 0% 0% 14% 100% 割合 0% 33% 0% 33% 0% 33% 100%

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 3 3 0 0 0 0 6 回答者 0 0 0 0 0 1 1 回答者 37 26 1 17 1 5 87

割合 50% 50% 0% 0% 0% 0% 100% 割合 0% 0% 0% 0% 0% 100% 100% 割合 43% 30% 1% 20% 1% 6% 100%
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Ｑ30.研究組織の技術
者の数について Ｑ30．建設業

39%

33%

2%

22%

0%

4%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．コンサルタント

33%

27%
0%

33%

7% 0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．中央官庁

100%

0%0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．地方公共団体

67%

33%

0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．電力・ガス･私鉄

72%

14%

0%

0%

0%
14%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．公団･公社
0%

34%

0%

33%

0%

33%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．製造業

50%50%

0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．財団･その他
0%0%0%0%0%

100%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ30．全体

42%

30%

1%

20%

1%
6%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

図4.9（2）　各職域別の技術者及び土木事業量の将来予測



Ｑ31.研究組織を除く業務組織の
       技術者の数について

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 24 32 1 13 1 0 71 回答者 12 5 0 14 1 0 32 回答者 3 0 0 0 0 0 3

割合 34% 45% 1% 18% 1% 0% 100% 割合 38% 16% 0% 44% 3% 0% 100% 割合 100% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 4 9 0 0 0 2 15 回答者 2 5 0 0 0 0 7 回答者 1 1 1 0 0 1 4

割合 27% 60% 0% 0% 0% 13% 100% 割合 29% 71% 0% 0% 0% 0% 100% 割合 25% 25% 25% 0% 0% 25% 100%

現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計
現状程
度

1～2割
減少

3割以上
減少

1～2割
増加

3割増加 その他 総計

回答者 2 3 0 1 0 0 6 回答者 1 0 0 0 1 1 3 回答者 49 55 2 28 3 4 141

割合 33% 50% 0% 17% 0% 0% 100% 割合 33% 0% 0% 0% 33% 33% 100% 割合 35% 39% 1% 20% 2% 3% 100%
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Ｑ31．建設業

34%

46%

1%

18%

1%
0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．コンサルタント

38%

16%0%

43%

3% 0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．中央官庁

100%

0%0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．地方公共団体

27%

60%

0%

0%

0%
13%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．電力・ガス･私鉄

29%

71%

0%0%0%0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．公団･公社

25%

25%25%

0%

0%

25%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．製造業

33%

50%

0%

17%

0%

0%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．財団･その他

34%

0%

0%

0%

33%

33% 現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

Ｑ31．全体

35%

39%

1%

20%

2% 3%

現状程度

1～2割減少

3割以上減少

1～2割増加

3割増加

その他

図4.9（3）　各職域別の技術者及び土木事業量の将来予測



(付録資料) 

土木系業務における技術者実態調査票                    

 
１．機関（企業）名  
① 機 関（企 業）名  

氏 名  

所 属  

住 所  ② 調査票記入担当者 

連絡先 
TEL： 
FAX： 
E－Mail： 

③ 調 査 時 点 平成      年       月        現在 

（注）調査対象時点は極力直近のものでお願いします。 
 
２．土木系業務の種類と売上高  

④ 土木系業務の種類 

（該当する業種の記号を○で囲んで 

  下さい） 

a．中央官庁 

b．公社･公団 

c．地方公共団体及びその関係団体 

d．学校 

e．学会, 協会, 財団 

f．建設業 

g．コンサルタント業 

h．電力･ガス･原子力 

i．私鉄･第三セクター 

j．製造業 

k．その他民間 

⑤ 土木系業務の年間事業量 

  （発注機関の場合） 

百万円

（平成       年度） 

⑥ 土木系業務の年間売上高 

  （受注機関･企業の場合） 

百万円

（平成       年度） 

（注）調査対象時点は極力直近のものでお願いします。 
 
３．土木系業務における従業員と技術者の数 

⑦ 全従業員数                                                人 

男性                         人 
女性                         人 ⑧ 技術系従業員数 

合計                         人 

（注）全従業員数には役員を含んで下さい。 
従業員は継続して 6ヶ月以上勤務している者又は勤務を予定している者とします。 
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４．技術者の学歴別、専門別構成 
⑨ 技術者の学歴別人数、⑩ 技術者の専門別人数 

大 学 院 学歴別 
専門別 博士課程 修士課程 大 学 高 専 

短 大 高 校 小 計 

土 木 系 人 人 人 人 人 人

土木系以外の工

学系 人 人 人 人 人 人

理 学 系 
（生物、地質等） 人 人 人 人 人 人

工学、理学 
以外 人 人 人 人 人 人

小 計 人 人 人 人 人 人

 
５．技術者の年齢構成 

20 才
未満 

20 ～
25才 

26～ 
30才 

31 ～
35才 

36～ 
40才

41～ 
45才

46～ 
50才

51～ 
55才

56～ 
60才

61～ 
65才

66～ 
70才 

71才 
以上 合 計⑪

技
術
者
の
年
代
別
人
数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

 

６．技術者のうちの転職者 
 

 (a) 転職者 (a) のうち 
 転職２回の者 

(a)のうち 
 転職 3回の者 

⑫ 転職者数 人 人 人

国家公務員 人 人 人

地方公務員 人 人 人

民間起業者 人 人 人

教 職 者 人 人 人

建 設 業 人 人 人

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 人 人 人

⑬転職者の前職 

そ の 他 人 人 人

（注１）転職者とは当該組織に途中から入社した者をいいます。 
（注２）民間起業者とは鉄道（地下鉄含む）、電力、ガス等の土木系の民間会社です。 
（注３）転職２回以上の者については総人数のみ記入下さい。 

 
 
 
 



７．技術者の定着率 
昭和 40年入社の者 ％

昭和 45年入社の者 ％

昭和 50年入社の者 ％

昭和 55年入社の者 ％

昭和 60年入社の者 ％

平成２年入社の者 ％

⑭ 定 着 率 

平成７年入社の者 ％

 
８．技術者の定年制度と退職者活用システム 

⑮ 定年制度       あり                なし 

⑯ 定年年令                        才 定
年
制
の
あ
る
場
合 

⑰ 定年後の処遇 
 （いずれか○） 

ｲ.  定年で終了 
ﾛ.  本人が希望すれば嘱託等臨時雇用者として雇用
する。但し最長       才まで 
ﾊ.  会社（組織）の都合で臨時雇用者として雇用す
ることもある。但し最長       才まで 
ﾆ.  子会社等他の職場を紹介する。 

⑱ 平均退職年令 
 （途中退職は除く）                        才 

定
年
制
の
な
い
場
合 

⑲ 退職後の処遇 
 （いずれか○） 

ｲ. 退職後は一切関与しない 
ﾛ. 本人が希望すれば嘱託等臨時雇用者として雇用
する。但し最長         才まで 

ﾊ. 会社（組織）の都合で臨時雇用者として雇用す
ることもある。但し最長        才まで 

ﾆ. 子会社等他の職場を紹介する。 

退職者活用システム 
 
（退職者に対する活用シス 
テムがありましたら右に 
記入して下さい） 
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9. 技術者の有資格者 

博 士      人

技 術 士      人

１級施工管理技士 人

Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ      人

測 量 士      人

⑳ 有資格者 

地質調査技士 人

 
（注）技術士で複数部門取得している者は 1人として計上して下さい。 

また、試験に合格しているが、登録していない者も含んで下さい。 
 
10．技術者の勤務場所分布 

○21  技術者の勤務場所分布 
北海道 人 東京都 人 滋賀県 人 香川県 人

青森県 人 神奈川県 人 京都府 人 愛媛県 人

岩手県 人 新潟県 人 大阪府 人 高知県 人

宮城県 人 富山県 人 兵庫県 人 福岡県 人

秋田県 人 石川県 人 奈良県 人 佐賀県 人

山形県 人 福井県 人 和歌山県 人 長崎県 人

福島県 人 山梨県 人 鳥取県 人 熊本県 人

茨城県 人 長野県 人 島根県 人 大分県 人

栃木県 人 岐阜県 人 岡山県 人 宮崎県 人

群馬県 人 静岡県 人 広島県 人 鹿児島県 人

埼玉県 人 愛知県 人 山口県 人 沖縄県 人

千葉県 人 三重県 人 徳島県 人   
 
(注) 建設業等工事現場に勤務している場合は、当該者の所属する定常的組織 
（例えば支社、支店等）の場所で計上して下さい。 
 
11．土木学会会員 

学会員（フェロー除く） 人
○22  土木学会員 

フェロー 人

 
（注）本項目は本調査において非常に重要な項目となりますので、是非ともお答え下さ

い。 
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12．研究所等研究組織について 

（１）研究組織の内容 

○23組織名称    

○24研究開発等の内容    

技術系 人 人 人
○25役職員数 

事務系 人 人 人

○26年間予算額 百万円 百万円 百万円

 
（２）研究組織の将来見通しについて 
○27  次のいずれかに該当する項目の〟を○で囲んで下さい。 

a. 現状程度の規模で続けていきたい 
b. 将来は規模を多少縮小せざるを得ないだろう 
c. 将来は廃止を含め思い切った縮小を考えている 
d. 将来は規模を拡大していきたい 
e. どうするか考えていない 
f. 答えられない 
○28  前項①で b､c を選んだ理由はなんですか。該当する項目の記号を○で囲んで下
さい。 
a. 経費削減の対象となっている 
b. 技術研究, 開発への投資が回収されない 
c. その他（                                          ） 
 

13．技術者の将来予測 

貴機関の土木系を含めた技術者の数について 10年後はどのように予測しますか？ 
○29  技術者全体の数について、該当する記号を○で囲んでください。 

a. 現状程度 
b. 現状より多少（１～２割）減るであろう 
c. 現状より大幅（３割以上）に減るであろう 
d. 現状より多少（１～２割）増えるであろう 
e. 現状より大幅（３割以上）増えるであろう 
f. その他（   ） 
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○30  研究組織の技術者の数について、該当する記号を○で囲んで下さい。 
a. 現状程度 
b. 現状より多少（１～２割）減るであろう 
c. 現状より大幅（３割以上）に減るであろう 
d. 現状より多少（１～２割）増えるであろう 
e. 現状より大幅（３割以上）増えるであろう 
f. その他（   ） 
○31  研究組織を除く業務組織の技術者の数について、該当する記号を○で囲んで下
さい。 
a. 現状程度 
b. 現状より多少（１～２割）減るであろう 
c. 現状より大幅（３割以上）に減るであろう 
d. 現状より多少（１～２割）増えるであろう 
e. 現状より大幅（３割以上）増えるであろう 
f. その他（   ） 

 
14．土木事業量の将来予測 

○32貴機関の実施する土木事業あるいは受託･受注する土木事業量（金額ベース）の

10 年後はどのようになると予測しますか。次の中から選んで記号を○で囲んで
下さい。 

a. 現状（平成 9年度,10年度）程度であると予測する 
b. 現状の１～２割程度は減少すると予測する 
c. ３～４割程度は減少すると予測する 
d. 現状の４割程度以上減少すると予測する 
e. 現状の１～２割程度は増大する 
f. 現状の３～４割程度は増大する 
g. 現状の４割以上は増大する 
h. 全くわからない 
i. 答えられない 
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15．御意見 

退職技術者の活用ならびに将来における技術者の活躍の場所について等、本調査に

関する御意見がありましたらお願いします。土木学会への要望でも結構です。 
 
（ 御 意 見 ）        
 

 

 
以上、ご協力有り難うございました。 

 



５．研究所ヒアリング調査 
 
（１）港湾技術研究所 

 
運輸省港湾技術研究所は、昭和 21年５月に鉄道技術研究所第七部港湾研究室と

して発足以来、幾つかの組織変更を経て、昭和 37年に現在の名称で独立した経緯

を持つ。当所は、運輸省直轄の国立試験研究機関として、港湾の整備ならびに空港

の土木施設の整備にかかわる技術課題を解決し、これらの整備が円滑かつ合理的に

遂行されるよう、支援することを使命としている。また、基盤的研究を進めて、そ

の成果を民間に普及することも、重要な課題である。 

港湾技術研究所においては、港湾構造物を安全に設計するために、海象・気象・

地震に関するデータの収集整理を行うと共に、実際の波浪をシミュレートするため

の水理実験を行ったり、水中構造物の設計・施工に関する調査・研究や技術開発が

進められている。また、港湾や海岸の防災対策、沿岸域の自然や生態系、水質保全

などの環境の保全と修復、地球温暖化に伴う海面上昇など、幅広いテーマの研究開

発を行っている。 

さらに、港湾技術研究所では、本省、地方局との間で積極的な人事交流を行うと

共に、各種委員会や技術研究開発推進部を通じて活発な研究開発を展開している。 

 

①研究所の組織･予算･人員 

●人員規模 

・定員１９９人（平成１０年度） 

・定員数の近年の傾向は横ばいもしくは減少傾向である。 

・定員の職種別内訳および年齢別内訳を以下に示す（平成９年度） 

 
職種別内訳（人数）          年齢別内訳（人数） 

 
職 種 人 数 年齢別内訳 人 数 
所 長 １ ２０歳以下  ６ 
行政職 ６３ ２０歳台 ６５ 
研究職 １３５ ３０歳台 ６２ 
合 計 １９９ 

 

４０歳台 ４８ 
５０歳台 １８ 
合 計 １９９ 
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●組織 

・以下に示す通り，全８部，１センターから構成されている。 
 

組織および配置人数（人） 
（平成１０年１０月１日現在） 

 
部 署    人 数 
所 長   １ 
次 長   １ 
管理部  ３１ 
企画部  １２ 
特別研究官  ２ 
水工部  ２３ 
海洋環境部  ２０ 
土質部  ２４ 
構造部  ２２ 
計画設計基準部  １８ 
機械技術部  １９ 
情報センター  ２６ 
合 計  １９９ 

 
主 要 設 備 

 
 
①大水深海洋構造物実験水槽 
 
 
②デュアル・フェース・ 
  サーベント 
 
③波崎海洋研究施設(HORS) 
 
④遠心力載荷装置 
 
⑤大型構造実験装置 
 
 
⑥水中調査ロボット 
 
⑦水中振動台 
 
⑧干潟生態系実験施設 
 
⑨大規模波動地盤総合水路 
 

 
50ｍ×45ｍ×3.8ｍ 
海洋構造物開発用の大水深水槽としてわが国最大級であり、多方向不規則波造波装  

置、流れ発生装置を備える。 
37ｍ×25ｍ×2.8ｍ 
わが国で最新鋭の設備で、造波面を L字型に配置することにより広い有効造波領域  

を確保できる。 
427ｍ×3.3ｍ×7.5ｍ 
わが国最大の海洋観測用桟橋で茨城県波崎町にある。 
最大遠心力加速度 100G最大搭載荷重 2.7ｔ 
世界最大級の遠心力載荷装置で、土質工学上の模型実験に用いられる。 
厚さ２m、高さ 7ｍ、長さ 16ｍと 16.5ｍの直交二面構造の反射壁を有する。 
実物に近い大型模型による 150ｔ程度までの載荷実験が可能であり、新構造の港湾 
構造物の開発等に貢献 
重量 300kg 歩行可能水深 50ｍ 歩行速度 1.5ｍ脚を軸対称に６本有しており、水 
中での歩行実験および観測調査を行う。 
水槽 13ｍ×13ｍ×2.0ｍ 最大変位(水平＋300mm 垂直＋100mm 
世界最大の設備で、水中構造物の耐震性に関する実験を行う。 
世界最大の施設で 3ｍ×8ｍの干潟水槽を 3基設置。東京湾盤洲干潟の泥を厚さ 50cm
に敷きつめ、久里浜海岸から引き込んだ海水で 12時間周期の潮汐をかけている。 
主水路 L=185ｍW=3.5ｍD=8～12ｍ砂地盤 L=70ｍD=4ｍ。世界最大級の設備とな 
り、波－構造物－地盤の総合的な実験が可能となる。 

 

●予算規模(平成 10年度)21．8億円(港湾技術研究所一般会計予算) 

 その他、科学技術振興調整費等の他省庁移し替予算、公共事業費関係示達替が

ある。 
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②国立研究所としての特色 

●研究所と本省及び地方港湾建設局との人事交流 

・現場のニーズを効率的に取り込むため、研究所と本省(運輸省)及び地方港湾建

設局との人事交流を積極的に実施している。下表に人事交流の状況を示す。 

 
運輸省港湾技術研究所人事交流状況(人数) 

 
平成 8年 平成 9年 平成 10年 

受入れ 送出し 受入れ 送出し 受入れ 出し 
運輸本省等 １２ ８ １０ ６  ２ ６

運輸省地方港湾建設局 ２８ ２９ ３１ ３１ ３１ ３０

その他 ５ ３ ９ ３ ２ １

合  計 ４５ ４０ ５０ ４０ ３５ ３７
 

●各種委員会への参加 

・当所の研究者は、全国の港湾及び空港の建設技術に関わる各種委員会に多数参加

している。委員会参加を通して、最新の研究成果を現場にフィードバックすると

ともに、現場の建設技術ニーズを取り込む努力をしている(たとえば関西空港)。 

●行政への対応 

・運輸省技術研究開発推進本部を通じて、運輸省港湾局及び航空局等の行政要望

に沿った研究を進めている。 

・特別研究等については、研究所の外部有識者によって構成される「外部評価委

員会」による検討結果を反映させている。 

●国際会議の開催及び参加 

・政府間の国際会議（例えば、UJNR（天然資源の開発利用に関する日米会議）CEST

パネル（沿岸環境科学技術専門部会）など）を積極的に開催及び参加している。 

・その他の国際会議（例えば、『遠心模型実験手法に関するワークショップ』（平

成１０年９月開催）についても積極的に開催及び参加している。 

 
運輸省港湾技術研究所 海外出張者数（人数） 

 
出張目的年度 平成９年度 平成 10 年度 

国際研究集会への参加等 ７９ ７３ 

JICA 技術協力 １５ １２ 

合  計 ９４ ８５ 
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③研究内容の特色 

●研究費の内訳（基礎研究･応用研究･開発研究） 

・国研としての基礎的な研究を行うとともに、行政ニーズに対応することも重要

であることから、下表のように基礎、応用、開発研究に関して満遍なく研究を

実施している。 
 

   運輸省港湾技術研究所 研究費の内訳（基礎、応用、開発研究）（％） 
 

年度

区分 昭和６０年 平成元年 平成７年 

基礎研究 ３３  ３９ ３１ 
応用研究 ５１  ４９ ４７ 
開発研究 １６  １２ ２２ 

 

●研究論文数および学会発表件数 

・下表の通り、国内･国外を問わず、広く研究発表論文の投稿、口頭発表を行っ

ている。特に国外で開催される国際会議にも数多く参加しており、国際的な技

術力の維持に努めている。 
 

運輸省港湾技術研究所 研究発表論文数および口頭発表件数（件数） 
区 分 研究発表論文件数 口頭発表件数 
年 度 和文 欧文 計 国内 国外 計 
平成６年 １２７ ５ １３２ １２０ ３９ １５９ 
平成７年 １３０ ７ １３７ ９９ ３０ １２９ 
平成８年 １２３ １１ １３４ １３１ ４１ １７２ 
平成９年 １２５ ６ １３１ １２２ ５１ １７３ 

 

 

●産官学の協調体制（共同研究） 

・当所では、積極的に民間、国立研究機関、大学等と共同研究を実施している。

平成９年度の共同研究実施実績数を以下に示す。 

・国の試験研究機関及び大学との共同研究テーマは、基礎的分野を中心としてい

る。一方、民間との共同研究テーマは、応用･開発研究分野を中心としている。

民間ニーズの取り込みについても、積極的に実施している。 
 

運輸省港湾技術研究所 平成９年度共同研究実施実績数（件数） 
 

 機関 国 大学 民間 その他 合計 課題数 
 機関数 ２ ３ ４８ １０ ６３ ４５ 
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●国立研究所の研究分野及び必要性 

・基本的には、基礎的･独創的研究など民間においては十分な取り組みが期待で

きない研究を積極的に実施している。 

・国研として、基礎的な研究を実施するとともに、行政ニーズに対応することも

重要であるため、当研究所では基礎、応用、開発研究に関し、満遍なく研究を

実施している。その中で、応用･開発研究については、民間との共同研究を積

極的に活用している。 
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（２）東京都土木技術研究所 
 

①研究所の組織・人員・予算 

●組織・人員規模 

・組織 １課・２部（１３研究 ）・１副参事研究員 

・定員 ５０人（平成１１年度） 

・定員数の近年の傾向は、横ばいもしくは減少傾向にある。 

・組織構成及び主な業務・研究課題、定員の職種別内訳を以下に示す（平成１１年度）。 
                                                

組織構成及び主な業務・研究課題 

              庶務課   庶務係  …………庶務一般、人事、給与等 

   ８人   経理係 …………予算、契約、財産管理等 

              道路研究…………ＴＤＭによる道路交通の変化に関する研究 

    舗装研究…………低騒音舗装の改善と流動化処理土の研究 

  技 術 部    河川研究…………都市河川の流量特性や環境に関する研究 

   ２１人   材料研究…………コンクリートのひび割れに関する研究 

     化学研究…………改質再生アスコンの適用性に関する研究 

     施工管理研究……近接施工の計測による安全性確保の研究 

               防災研究    ……直下地震における被害予測システム開発 

     構造研究    ……道路橋基礎の耐震性研究とその強震観測 

     地質研究    ……東京の地盤環境図の作成、立川断層調査 

 

土 

木 

技 

術 

研 

究

所 
 地 象 部    地盤情報研究……地盤情報システムの開発 

   ５０人   ２０人   地盤環境研究……地盤沈下および深層地下水の観測 

    測地研究Ⅰ  ……一等水準測量による地盤変動調査解析 

    測地研究Ⅱ  ……東京都公共基準点網の整備 

  副参事研究員 …………………外部評価の実施および地盤情報の公開 

                １人 

 

        職種別内訳（人数）                         主 要 施 設                 

 職 種 人 数         名  称 主要試験機等  

  事  務 ７   道路・舗装・土質実験室 三軸圧縮、圧密、振動三軸等  

  土  木 ３５   コンクリート・骨材実験室 アムスラー、鉄筋引張試験機等  

  理工技術 ４   アスファルト・化学実験室 SHRP試験装置、ｱｽﾌｧﾙﾄ試験機  

  化  学 ２   電子計算機室 地盤情報ｼｽﾃﾑ､ 直下地震ｼｽﾃﾑ  

  機  械 １   地盤環境管理室 地盤沈下･地下水ﾃﾚﾒｰﾀｰｼｽﾃﾑ  

  造  園 １   屋外試験場 視覚障害者誘導実験システム  

   合  計 ５０   戸田橋実験場 走行疲労試験機、流動化処理実  

  験、地盤沈下観測所 
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●予算規模(平成１１年度) 

・研究所の予算は５億９千４百万円である。（参考 平成３年度１４億８千７百万円） 

内 訳 

・土研費（研究所独自研究予算）     ３億５千８百万円 

・受託費（各局からの委託調査研究予算） ２億３千６百万円 
 
●研究費の内訳 

・研究所の機能を区分すると、１）開発研究機能、２）技術支援機能、３）技術

情報蓄積 提供機能の３つに分けられる。 

・予算を機能別に示すと、土木技術研究所費と受託研究予算の合計値（総予算額）

の１６％が研究開発費、４０％が技術支援費、そして４４％が技術情報の蓄積

提供費である。 

・基礎研究費と開発研究費を合わせて開発研究費とした。 

・技術支援費とは受託研究費をいい、応用研究費に相当する。 
 
●研究所と本庁及び建設事務所等との人事交流 

・専門性の高い調査研究業務を担当する職種を除き、建設行政のニーズに応える

調査研究部門では研究所と本庁及び建設事務所等との人事交流を積極的に実

施している。 
 
●各種委員会への参加 

・東京都建設局の技術管理委員会（各種基準類の制定、改訂に関わる委員会）を

はじめとし、本庁事業部や建設事務所が設置している各種委員会、建設事務所

等が設置する設計ＶＥ委員会、施工管理協議会等に参加している。 

また、建設局以外の局が主催する委員会にも要請があれば参加している。 

・委員会参加をとおして研究成果を現場にフィードバックするとともに、そこで

得た建設技術ニーズを研究テーマ設定に役立てている。 
 
●行政への対応 

・建設局技術管理委員会等を通じて各種基準類の制定、改訂に研究成果を反映する

とともに、建設事務所等からの現場要請に応じて積極的に技術協力を行っている。 
・環境保全局環境科学研究所や清掃局清掃研究所等との共同研究により、環境対

策や建設発生土の有効活用など都としての重点課題の研究にも積極的に取り

組んでいる。 
・また、港湾局、総務局、水道局及び２３区等の要請に応じて技術協力を行っている。 
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●外部評価制度 

・平成１１年度から外部評価制度を導入している。 

・研究所の重点課題研究について事前・中間・事後評価の客観性、公平性、信頼

性を確保し、都民に対して研究の透明性や説明責任の向上を図るため、学識経

験者、有識者、都民 委員からなる「土木技術研究所評価委員会」を設置した。 

・「委員会」の評価結果は、インターネット等をとおして積極的に情報公開している。 
 
●研究論文数及び学会発表件数 

・調査研究成果は、研究所が毎年発行する「東京都土木技術研究所年報」に公表

しているほか、広く学協会への研究発表論文の投稿、口頭発表を行っている。

研究発表論文件数及び口頭発表件数は下表のとおりである。 
 

研究発表論文件数及び口頭発表件数 
 

 区 分       研究発表論文件数         口頭発表件数  

 年 度  年 報  学協会    計  国 内  国 外    計  

 平成  8年   ２４    ５   ２９    ４     ０    ４  

 平成  9年   ２２     ４   ２６     ５     ０    ５  

 平成 10年   ２０    ６   ２６     ９     ０    ９  

 平成 11年   ２０    １８   ３８    １２     ３   １５  

 

●産、官、学との協調体制（共同研究） 

・従来、国立研究機関、大学との共同研究実績が少なかったが、近年の研究課題

は多分野の専門性を総合化した検討が要求されており、最近では、エコセメン

トの活用研究などの分野で共同研究に取り組んでいる。 
 
●東京都土木技術研究所の研究分野及び必要性 

・土木技術研究所の研究分野は、(1)土地利用形態が高密度かつ複雑、(2)首都で

ある、(3)多様な住民意識など、大都市の特殊性に関わる建設行政ニーズに沿っ

て研究課題を設定しており、沿道環境、都市河川、地盤沈下、地震や洪水に対

する都市防災、近接施工の 安全対策等が主要研究課題となっている。 

研究成果は、江東ゼロメートル地帯の地盤沈下対策に大きく貢献したほか、最近

では排水性舗装研究による道路騒音対策や流動化処理土研究による道路陥没

防止対策に寄与している。 
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・大都市の特殊性を考慮した設計基準づくり、技術支援と指導、そして開発研究

業務（組 織構成及び主な業務・研究課題の図参照）が増加しており、これま

で以上に建設局の事業現場との連携が必要となっている。 

とくに、大規模構造物の近接施工に伴う仮設構造物等の安全対策は都市基盤

整備を進めるうえで欠かせない技術となっており、研究所の情報が期待される

分野である。 

・入札・設計ＶＥやＰＦＩなど、民間技術の積極的な活用方策の進展や、的確な

事業評価手法の確率や行政側の技術審査能力の維持・向上を図るうえで研究・

研修部門の強化が必要となっている。 

 

 

 

 51



（３）鹿島技術研究所 
    ① 鹿島技術研究所の歴史 
       鹿島技術研究所は、１９４９年４月に、当時、民間唯一の建設技術に関す

る研究機関であった財団法人建設技術研究所から研究員や研究施設の主だっ

た部分を継承し、社内の技術陣を加えて発足した。当時の陣容は専属所員２

３名、兼務所員３２名、現場雇員１２名であった。この技術研究所は、一企

業のみのためでなく、日本の復旧に貢献するために建設技術の研究所を作る

のだ、という意気込みで設立された。建設業界で初めて独自の研究所を保有

し、以来今日に至るまで、半世紀の長きにわたり技術研究所は、常に「技術

の鹿島」を支える中心的な役割を担い続けてきた。 
       技術研究所設立当初の研究の最重要課題は、構造的にいかに安全なものを

構築するかであった。まず、土質基礎研究・コンクリート材料研究から始め

られた。当時は、土質基礎に関する日本語文献がなく、海外の文献や雑誌を

取り寄せて知識を吸収する努力から始めた。土質・コンクリート材料から始

まった基礎研究も、やがてダム関連、原子力関連、超高層関連へと拡がった。

７０～８０年代には、更に地下空間、海洋、長大橋や制震・免震技術へと発

展してきた。８０年代後半からは、メカトロ、バイオ、環境関連等周辺分野

やリニューアル等応用技術へと研究のすそ野が大きく拡がっていった。 
 
    ② 技術研究所の組織 
       技術研究所組織は、９９年２月現在で総所員数３５３名、研究員２５５名、 
     研究補助者数３３名、うち博士号取得者５５名で組織されている。 
            
                             

企画管理室 
土木技術研究部 
建築技術研究部 
環境技術研究部 
先端技術研究部 

 所 長 

 副所長 

 主席研究員 

 所 次 長  
 
 
     年齢構成 
      ２０代：７２名、３０代：１０３名、４０代：６７名、５０代：１１１名 
               研究員種別 
      土木系：７６名、建築系：１１５名、機械系：１５名、農林系：１１名、 
      電気系：９名、設備系：８名、その他化学数理等 
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    ③ 技術研究所の主な施設 
     現在技術研究所は、以下の４つの施設群から構成されている。 

 飛田給研究所（東京都調布市飛田給） 
１９５６年に開設以来、研究活動の中心地である所内には、研究所員の 
執務スペースが集まっている。 

 西調布研究所（東京都調布市多摩川） 
15年かけて築かれた様々な主要実験施設が集中している。 

 葉山水域環境研究室（神奈川県三浦郡） 
水域の生物や生態系の調査研究を行っている。 

 検見川緑化試験場（千葉県） 
植物の生育実験を中心に環境共生技術等を開発する実験場 

 
    ④ 技術研究所の主要業務 
       現在、技術研究所の主要業務は、研究開発、技術支援、教育及び成果の普

及展開等に大別される。社内だけでなく社外にもその門戸を開き、設立当初の     

「建設のための技術研究所」の精神を受け継ぐものである。 
       研究成果は各種プロジェクトに反映され、「技術の鹿島」を支える根源とな 
     っている。技術開発関連の社内他部署との連携でも中心的役割を果たしてい 
     る。中でも大きな役割は、設計や施工する構造物がうまく機能するか、その 
     確実性・安全性・快適性等を技術的に検証することである。また各種の新技 
     術・新工法・新素材の研究開発は新たな可能性を切り拓く重要な役割を果た 
     している。 
 

 技術研究所 
  主要業務 

 社外機関 

 研究開発 

技術研究所研究開発 
（全社的な研究開発方針に沿って行う自主的な研究開発） 
技術開発本店プロジェクト 
（全社的なプロジェクトチームによる総合的な技術開発） 
共同研究 
（社外、企業・大学等の機関と共同で実施する研究開発） 

 技術支援 

現業部門の当面する技術的問題解決 
（問題点を早期に解決し、設計・施工の品質確保に貢献 
   する技術コンサルタント） 
社外機関からの受託研究 
（官公庁・他企業から依頼される研究開発） 

 教育及び成果の普及展開 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 技術系社員の研修 
 研究報告会・各種講演会 
 研究開発成果の社内外へのＰＲ 
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    ⑤ 研究開発の成果（土木分野） 
       土木分野では、“どう自然条件を克服するか”が大きなテーマであり、いか 
     にして高品質のインフラ構造物を、より効率的に、安全に、ローコストで造 
     るか、このため、材料の研究から、調査・試験・測定技術、解析・設計技術、 
     近年では解体・補修・補強技術に至まで幅広い分野で研究開発を進め、設計 
     や施工の現場に対して技術支援・協力を行っている。また景観にも配慮した 
     環境保全技術やシミュレーション技術等にも力を入れている。 
     設計や施工等現業部門が直面する技術的問題が早い段階で解決すれば、設計、 
     施工の品質は向上し、工期も短縮することができる。技術研究所の研究開発 
     の成果は、このような技術支援、技術協力を通じて人々の快適で豊かな暮ら 
     しや社会の発展に大きく貢献している。 
       また研究所への来客者も年間約３，０００人を越える。特に毎年「土木の

日」に実施する小学生見学会での、疑似津波実験を見せる「海洋水理実験場」

や台風並みの風力を体験できる「大型境界風洞」は好評である。 
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（４）電力関係の研究体制 

 

   ①組織概要（○は土木関係箇所） 

    ・電力中央研究所：経済社会研究所、狛江研究所、○我孫子研究所、横須賀研究所、情報研

究所、原子力情報センター、ヒューマンファクター研究センター，赤城

試験センター 

    ・北海道電力：○総合研究所 

    ・東北電力：○研究開発センター 

    ・東京電力：技術開発本部、開発計画部、○電力技術研究所、エネルギー・環境研究所、シ

ステム研究所、原子力研究所 

    ・中部電力：○研究企画部、○電力技術研究所、電気利用研究所 

    ・北陸電力：○地域総合研究所 

    ・関西電力：研究開発室、○総合技術研究所、宮津エネルギー研究所， 

               （株）原子力安全システム研究所 

    ・中国電力：○技術研究センター、経済研究センター 

    ・四国電力：○（株）四国総合研究所 

    ・九州電力：○総合研究所 

    ・沖縄電力：研究開発部 

    ・電源開発：新エネルギー・技術開発部、○茅ヶ崎研究センター、若松総合事業所 

    尚，各電力では上記以外に各職能部(建設部，工務部等)でも研究を行っている 

    （参考出典：'97-'98全国試験研究機関名鑑  科学技術庁監修） 

 

   ②電力中央研究所 
 

    ａ）基本方針（平成11年度） 

    ・電気事業の重要課題の適時・的確な解決（コスト低減、省エネ、環境対応等） 

    ・21世紀の研究開発を支える研究推進体制の構築（基礎研究強化，研究環境整備等） 

    ・業務全般にわたる合理化の徹底と組織効率の向上 
 

    ｂ）我孫子研究所の研究組織 

    ・地質部，地震耐震部，構造部，水理部，環境科学部，生物科学部，応用生物部 

    ・バックエンドプロジェクト各チーム 

    ・総員870名、内は我孫子研究所240名 （平成10年度） 
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    ｃ）研究件数（平成10年度） 

    ・基礎・基盤研究：189件、内我孫子研究所は72件 

    ・応用・開発研究：118件、内我孫子研究所は53件 

    ・電力会社依頼研究：371件、内我孫子研究所は210件 

    ・国等からの受託研究：36件、内我孫子研究所は21件 

 

   ③電力会社 
 

    ａ）研究方針、重点研究課題など 

    ・コスト低減、負荷平準化に資する技術開発 

    ・お客さまサービスの充実と拡大につなげる技術の開発 

    ・環境問題への対応と長期的なエネルギーセキュリティの確保 

    ・事業基盤、基盤技術力の強化、競争力強化、新事業創出 
 

    ｂ）各研究所 

    ○電力技術研究所（東京電力） 

    ・土木グループ：性能照査型設計、軟着底人工島、調整池への流入土砂予測、建設発生土利

用、コンクリート構造物の設備診断、他 

    ・耐震グループ：地震防災システム，耐震評価技術，基礎・地盤連成解析，他 

    ・総員137名  内土木は20名（10年度末）・件数221件 内土木は45件（11年度） 

    ○総合技術研究所（関西電力） 

    ・土木系：地盤評価研究（土質・岩盤・耐震調査/実験/解析），水理現象評価研究（海岸・

河川模型実験/解析），コンクリート研究（調査/試験/分析/ 解析），廃棄物有効

利用研究（石炭灰．流木）等 

    ・総員245名  内土木は20名  ・件数379件  内土木は53件 

○電力技術研究所（中部電力） 

・研究企画部    企画Ｇ：リサイクル、LCA 

     総員38名 内土木１名、 件数22件 内土木３件（11年度末） 

・電力技術研究所  構築Ｇ：耐震、土質、岩盤、コンクリート、石炭灰利用の 

              各技術開発 

          水理Ｇ：ダム河川、波浪水理、海域水理の各技術開発 

  総員118名 内土木15名、件数236件 内土木30件 
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    ○茅ヶ崎研究センター（電源開発） 

    ・土木系：地盤調査試験研究、耐震振動調査研究、コンクリート試験研究、水理数値解析・

模型実験研究、石炭灰利用研究等 

    ・総員44名  内土木は23名   ・件数：総数58件、内土木は43件 
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（５）鉄道総合技術研究所 

（財）鉄道総合技術研究所は。「信頼性の高い鉄道」, 「低コストの鉄道」, 「魅

力的な鉄道」, 「環境と調和した鉄道」をめざして、各種の研究開発を実施して

いる。 

① 研究所の組織･人員･経理会計 

〈組織･人員〉 

以下に、研究所の部門別人員を示す。 

 
（財）鉄道総合技術研究所 部門別職員数 
年 度 管理部門 研究部門 浮上式鉄道部門 人員合計 
Ｓ６２ １０９ ４１０ ２６ ５４５ 
Ｈ  ８ １５８ ３２０ １１２ ５９０ 

 
Ｈ８年度の各組識毎の人員 

部  門 部  署 人  員 
企画室 １４ 
総務部 ８０ 
経理部 １９ 
営業部 １２ 
技術支援部 １５８ 

管理部門 

小計 ２５５ 
技術開発事業部 ２５５ 
基礎研究部 ６５ 研究部門 
小計 ３２０ 
浮上式鉄道開発本部 ５８ 
研究室 ２２ 
山梨工事事務所･実験センター １９ 
宮崎実験センター １３ 

浮上式鉄道部門 

小計 １１２ 
      合  計 ５９０ 

 

〈経理会計〉 

ＪＲ７社は、「負担金に関する協定」に基づき、（財）鉄道総合技術研究所に負担

金を支払うことになっている。同協定では、各旅客鉄道会社は、前事業年度におけ

る鉄道旅客運輸収入の 35/10,000、貨物鉄道会社は、鉄道貨物運輸収入の 35/100,000

相当額である。浮上式鉄道･山梨実験線の収支については、ＪＲ東海からの特別負

担金や日本開発銀行からの借入金などがあることから、特別会計として管理し、そ

れ以外の研究開発に関わる会計を一般会計として、会計管理している。 
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（財）鉄道総合技術研究所の収支概要（平成７年度） 

〇一般会計（浮上式鉄道以外） 
収  支 科  目 金額（千円） 記  事 

ＪＲ各社負担金 13,103,260  

その他（事業収入等） 4,325,758  収  入 

収入合計 19,179,718  

試験研究その他関係事業

12,332,900 その他関係事業として、技

術基準事業費, 受託事業

費, 診断指導事業 

管理費その他 6,229,242  

支  出 

支出合計 18,562,142  

当期収支差額  309,709  

 
〇特別会計（浮上式鉄道関連） 
収  支 科  目 金額（千円） 記  事 

ＪＲ東海特別負担金等 15,319,407  
日本開発銀行借入金 7,300,000  
国庫補助金その他 8,141,968  収  入 

収入合計 30,761,375  
山梨実験線試験費 8,566,625  
山梨実験線建設費その他 21,785,256  支  出 
支出合計 30,351,881  

当期収支差額  226,960  
 

② 試験研究設備 

（財）鉄道総合技術研究所の主要実験設備 
系 統 試験設備 

高速車両試験台 
車輪摩耗試験装置 車両系 
振動試験機 
パンタグラフ総合試験装置 
直流高電圧試験回路装置 電力系 
集電試験装置 
高速回転試験装置 

信通系 
低周波疑似軌道回路装置 
総合路盤装置 
電気油圧式材料疲労試験装置 軌道系 
日野土木実験所 
大型振動試験装置（盛土振動台） 

土木建築系 
トンネル履工模型実験装置 

ヒューマン系 四軸実験振動台 
大型低騒音風洞 

共通 
塩沢雷害防止実験所 
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③ 人事交流などについて 

（財）鉄道総合技術研究所は、JR 各社などの人事交流を実施している。主な概

要は、以下のとおりである。 

 
（財）鉄道総合技術研究所からの人事交流･出向（1999 年度） 

機 関 名 人  員 記  事 
JR東日本他 JR各社 １５ JRグループ会社含む 
大学（海外留学含む） ４  
海外鉄道（国際機関含む） ５  
政府関係機関（運輸省他） ２ 公団含む 
メーカー ８  
その他（テス他） １２  
合計 ４６  

 

④ 国際活動などについて 

UIC他, 海外鉄道および研究所などとの共同開発を実施している。 
 
海外鉄道などとの共同研究の実施個所は、以下のとおり。 
 
機関名 

中国鉄道部 

ＵＩＣ（国際鉄道連合） 

ＡＡＲ（米国鉄道協会） 

フランス国鉄 

ドイツ鉄道 

イタリア鉄道 

カリフォルニア工科大学 

英国シェフィールド大学 

欧州鉄道研究所 
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（財）鉄道総合技術研究所組織表

評議員 会長 監事

理事長

専務理事

理事

東京オフィス 新宿オフィス企画室

鉄道技術
推進センター

ＩＳＯ14001
審査登録センター

風洞技術ｾﾝﾀｰ
知的財産ｾﾝﾀｰ
技術情報ｾﾝﾀｰ
試作ｾﾝﾀｰ

車両運動
車両振動
集電力学
軌道力学
材料工学
信頼性工学
環境生物工学
安全心理
人間工学

副本部長
高速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ主幹
ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ主幹
都市鉄道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ主幹

計画
事業推進担当
ラダー軌道
ＰＣＢ

技師長
計画部
技術部
車両部
電気部
土木部
電磁路部
宮崎実験ｾﾝﾀｰ
山梨実験ｾﾝﾀｰ
浮上式技術研究室
極低温技術研究室
電磁路研究室

コンクリート構造
鋼･複合
基礎･土構造
トンネル
建築

車両システム
駆動制御
ブレーキ制御
電気動力
車両情報制御
強度検査

き電システム
集電管理
電車線構造

軌道構造
軌道管理
レール溶接
軌道･路盤

気象防災
空力･騒音
地盤防災
環境地質
地震防災

信号
列車制御
計画システム
通信システム

ＯＡシステム
情報システム

無機材料
有機材料
金属材料
摩擦材料

計画
国際
施設検査

総務部

総務
人事
広報
環境管理

経理部

経理
会計
契約

浮上式鉄道
開発本部

技術開発
事業本部

基礎研究部 技術支援部

営業部

ＪＲ
営業

車両技術
開発事業部

構造物技術
開発事業部

電力技術
開発事業部

軌道技術
開発事業部

環境防災
開発推進部

輸送システム
開発推進部

ＯＡ
開発推進部

材料技術
開発推進部
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（参考１）研究所概要 

 
創業                1887 年（明治 40 年）4月 1 日 

設立                1986 年（昭和 61 年）12 月 10 日 

正味財産            325 億円 

職員数              約 550 名 

事業費              254 億 4000 万円（99 年 3 月） 

代表者              会長：松本嘉司 理事長：副島廣海 

事業内容            鉄道に関する技術的、人間科学的な試験、研究開発、コンサルティングなど 

事業所              国立研究所 / 東京都国分寺市 

                    新宿オフィス／東京都千代田区 

                    八重洲事務所 / 東京都中央区 

                    浮上式鉄道山梨実験センター / 山梨県都留市 

                    風洞技術センター / 滋賀県米原町  など 

有資格者数          技術士 / 68 名、博士 / 71 名（99 年 10 月現在） 

特許・実用新案件数  1815 件（うち申請中 821 件） 

 

 鉄道の将来に向けた研究開発課題 

    開発目標 

    * 信頼性の高い鉄道 

   * 低コストの鉄道 

    * 魅力的な鉄道 

    * 環境と調和した鉄道 

 

    研究課題 

     ○列車の走行安全性の向上 

       * 車両走行安全性からみた車両・軌道・構造物の設計・保守基準の評価 

       * 強風発生と車両に働く空気力の推定と低減策 

     ○安定輸送の確保 

       * インテリジェント列車制御 

       * ヒューマンファクタを考慮した安全管理 

     ○メンテナンスコストの低減 

       * 軌道の強度評価と保守低減策 

     ○バリアフリーな鉄道システムの構築 

       * 鉄道空間のユニバーサルデザインと快適性評価 
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     ○速達性の向上 

       * ハイスピードカービングビークル 

     ○鉄道のエコロジー化 

       * 鉄道環境負荷の総合評価 

     ○静かな鉄道の実現 

       * 在来線における発生音の音源解析と対策法 

       * 空力発生音の現象解明と予測法 

     ○電力のリサイクル化 

       * 変電所の電力貯蔵 

       * 電力リサイクル車両 

     ○新しい技術 

       * 超電導技術の応用 

       * 水素エネルギーの応用 

       * ITS 

 

 鉄道の基礎研究の課題例 

    解析研究 

      ○ダイナミクス、トライボロジー 

       * 高速列車の運動と空気力の相互作用 

       * 車輪・レール間作用力特性と車両の動的挙動 

       * 架線・パンタグラフ系の動的現象と接触性能 

       * 車輪・レール間ころがり接触と塑性変形 

     ○シミュレーション 

       * 軌道の動的応答 

       * 列車衝突時の車両衝撃破壊、乗客挙動 

       * 架線・パンタグラフの動的応答 

     ○安全性・信頼性 

       * 鉄道における安全管理・安全支援 

       * 高安全性・信頼性理論の構築 

       * コンクリート構造物の品質評価 

     ○ヒューマンファクタ 

       * ヒューマンエラー発生メカニズム 
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    探索・導入研究 

     ○新技術（センシング、新技法等） 

       * 斜面内部構造のセンシング 

       * 軌道構造特性の車上モニタリング 

       * 沿線環境モニタリング 

       * 運用計画作成のための高度アルゴリズム 

     ○新材料 

       * 高温超電導材料の応用 

       * 機能材料の応用 
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事業内容 

 

   * 試験研究事業 

        〇 浮上式鉄道の研究開発 

               山梨実験線 

                    実験線の建設。 

                    ＧＴＯインバータや地上コイルなどの各種装置・機器の技術開発。 

                    実験線での走行試験 

               宮崎実験線 

                    超電導磁石弾性支持台車の走行性能の確認。 

                    側壁浮上区間での浮上特性や二層推進コイル区間での走行特性の確認。 

               国立(くにたち)研究所 

                    超電導磁石の信頼性、耐久性に関する試験。 

        〇 新幹線及び在来線の高速化に関する研究開発 

          環境に適合した新幹線の速度向上と、在来線の速度向上の推進。 

               新幹線 

                    次世代超高速低騒音新幹線（アトラス計画）の開発。 

               在来線 

                    高速化を主体とした研究開発を通じて、ＪＲ各社の経営施策 

                    への貢献。 

                    運輸省委員会による各種の調査研究活動の推進。 

        〇 保守に関する研究開発 

               軌道と電車線の状態監視保全のための要素技術の開発。 

               新しい設計法、補修法、自動化の提案。 

               保守・運営の効率化や省力化に関する研究開発の推進。 

        〇 都市圏輸送の改善 

               駅構造、需要予測、運転制御、車両を４本の柱としての都市圏輸送の改善推進。 

        〇 地震対策 

               国及び鉄道事業者と連携して、鉄道の地震対策を推進。 

        〇 ＪＲ各社からの要請研究及び基礎研究 

               ＪＲ各社の経営ニーズに基づいた、鉄道システムの安全性と信頼性の向上、機 

               能向上、保守・運営の効率化や省力化に関する研究開発の推進。 
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   * 調査事業 

     国内外の技術動向等の調査をはじめ、諸外国における浮上式鉄道の技術開発状 

     況の情報収集・調査・分析。 

   * 技術基準事業 

     鉄道構造物の技術基準に関する試験研究、及び部外専門家を含めた委員会活動 

     による、設計標準の原案の作成。 

   * 情報サービス事業 

     鉄道に関する科学技術の図書、資料の収集整理を通じたデータベース化の推進 

     及び、文献などの情報の提供。 

   * 出版講習事業 

     出版物を通じた研究成果、研究開発活動の紹介及び、講演会や教育講座をはじ 

     めとする各種講習会を通じた、幅広い鉄道技術の普及。 

   * 診断指導事業 

     ＪＲ各社からの要請に基づいた、安全確保をはじめ経費節減、技術向上などに 

     関する診断、助言及び指導。 

   * 受託事業 

     公的機関、ＪＲ各社及び民間企業などからの委託を受けた、研究開発、試験、 

     システムインテグレーション、エンジニアリングなどの代行。 

   * 鉄道施設検査事業 

     鉄道事業法に基づいた、国の代行としての鉄道施設の改良工事に係わる鉄道施設検査の実施。 

   * 鉄道技術の推進 

     鉄道技術の推進のため、以下の事業を実施する。 

          ・鉄道の技術基準に関する原案作成 

          ・鉄道技術者の設計技士試験の実施 

          ・会員に対する鉄道技術に関する情報の提供 

          ・会員に対する鉄道技術に関する診断、助言及び指導 

          ・会員に共通する鉄道技術に関する調査研究 

          ・鉄道事故に関する情報収集、分析及びこれを踏まえた事故防止対策の検討 

          ・鉄道技術に関する国際規格情報の会員への提供 
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７
 
．国際市場における建設業 

（１）海外建設市場の現状 
わが国の公共投資が、１９９３年より５０兆円前後でほぼ横ばいであるのに対し、

東南アジア各国の建設投資は、ここ５年間で１．５～２．６倍の伸びを見せている。

シンガポールを除き、まだまだ社会資本の整備が遅れている現状を鑑みれば、建設

市場として大きな期待が持てる。 

産業別国民総生産の内、建設部門の名目価格
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海外建設協会調べ

（２）わが国建設業の現状 
わが国建設業の海外進出は、１９７０年代から活発化した。８０年代に入り１兆

円規模となり、９０年代からは１兆３０００億円～１兆６０００億円の受注で推移

している。それでも、受注高にしめる海外工事の割合は、上位１０社の平均を取っ

ても８．２％（１９９８年度）であり、欧米諸国に比べ極端に低い。 
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海外建設受注実績の推移（1955年～1998年）
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海外法人受注額 

本邦法人受注額 

合計額 

 



国内建設投資額と国外建設売上高の国際比較（建築含む）国内建設投資額と国外建設売上高の国際比較（建築含む）

（不明）  49   788韓国

12    9   684カナダ

21127   804イギリス

  61651,393フランス

702465,410アメリカ

  61299,150日本

売上高（億ドル）売上高（億ドル）投資額（百億円）

国外ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業売上高国外建設業売上高国内建設投資

 （1994年）  （1997年）  （1997年）

 
注1） 国内建設投資額は 1994年、フランスは建築のみで土木を含まない 
注2） 国外建設業売上高は ENRのコントラクター上位 225社 1997年国外売上高 
注3） 国外コンサルタント業売上高は ENRのデザインファーム上位 200社 1997年国外売上高 
 

我が国建設業を国際的なシェアの観点から見れば、アジアで欧米並みを堅持して

いるものの、中東・中南米では極端に小さいシェアに甘んじている。 

 
 

2.0%

2.1%

2.9%
3.9%

5.4%

7.0%

7.6%

8.8%

8.9%

9.3%

13.2%

15.1%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0%

戸田建設

住友建設

前田建設

間組

大成建設

熊谷組

清水建設

大林組

西松建設

竹中工務店

鹿島建設

五洋建設

海外工事受注比率　（１９９８年度）
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（ENR：1998年12月）

億ドル ％ 億ドル ％ 億ドル ％ 億ドル ％ 億ドル ％

米国 246 22.3 75 21.5 50 25.0 64 21.6 57 22.4

カナダ 9 0.8 1 0.2 0 0.1 0 0.0 8 3.1

ヨーロッパ 563 51.1 103 29.6 98 49.4 211 71.6 150 58.9

日本 129 11.7 87 25.1 13 6.3 4 1.3 19 7.4

中国 41 3.7 28 8.0 11 5.6 1 0.3 1 0.3

韓国 49 4.5 38 11.0 7 3.7 2 0.6 2 0.7

北米・中南米全世界 アジア 中東・アジア ヨーロッパ

国際的コントラクターの 1997年シェア 

地域別受注額の推移を見れば、１９７０年代後半から１９８０年代前半の中東諸

国が目立つが、１９９０年代からは圧倒的にアジア諸国の受注が多くなっている。 

 

海外受注実績を資金源別で見ると、各国の自己資金による工事が８５％程度であ

り、日本の建設業がＯＤＡやＯＥＣＦ等の円借款に頼っているという指摘は、必ず

しも正しくない。また、海外工事のもう一つの大きな特徴は、１件あたりの工事金

額の高さであ流。１９９８年度には、１０００億円近い工事を１社で受注している。 

海外建設受注実績の推移（1971年～1998年）
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海外建設協会調べ
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最近５カ年間の海外建設受注実績（資金源別）
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海外大型工事受注実績（１９９８年度） 海外建設協会調べ
                               （単位：百万円） 

国 名 件     名 契約金額 

シンガポール ｼﾞｭﾛﾝｱｲﾗﾝﾄﾞ第3期3Ｂ埋立工事 94,965 

シンガポール ｱﾄﾞﾓｱﾊﾟｰｸｺﾝﾄﾞﾐﾆｱﾑ 27,200 

シンガポール ｴｽﾌﾟﾗﾈｰﾄﾞｼｱﾀｰ建築工事 27,000 

香港 新空港陸上輸送ｾﾝﾀｰ建設工事（設変増加） 21,239 

香港 ＭＴＲ680工事（設変増加） 16,189 

シンガポール ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ内務省ﾋﾞﾙ 15,523 

香港 香港地下鉄511工区工事設計変更 13,939 

シンガポール ＰＷＤ ＣＡＮＴＯＮＭＥＮＴ 警察合同庁舎 12,829 

香港 ﾃｨﾝｽｲﾜｲ建築工事 11,176 

シンガポール ﾊﾟﾔｳﾋﾞ工業団地㈱軽工業ﾋﾞﾙ新築工事 9,820 

ロシア ﾕｽﾞﾉｻﾊﾘﾝｽｸ空港改良ＪＶ 9,716 

シンガポール ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地下鉄北東線707工区建築工事 9,500 

ペルー ﾍﾟﾙｰｲﾛ石炭火力発電所建設工事 8,399 

シンガポール ﾁｬｲﾅｽｸｪｱＧ新築工事 8,214 

シンガポール ﾁｬﾝｷﾞｰ空港駅建設工事（504工区） 8,197 

シンガポール ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地下鉄ﾁｬﾝｷﾞｰ空港線503工区 8,059 
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（３）ＯＤＡの動向 

わが国のＯＤＡは、額においてアメリカを抜き世界一であり、ＧＮＰに占める割

合も比較的高い。その内訳は、他国に比べ交通・通信・河川開発等の社会インフラ

への援助が多いことが特徴的である。 

ODA
対
GNP
比

ODA
対
GNP
比

ODA
対
GNP
比

日本 9,069 0 .3 1 13 ,2 3 9 0 .2 8 9 ,4 3 9 0 .2 0

米国 10 ,1 94 0 .1 9 9 ,9 2 7 0 .1 4 9 ,0 5 8 0 .1 2

イギリス 2,638 0.27 3,197 0.31 3,185 0.27
フランス 7,163 0.60 8,466 0.64 7,430 0.48
ドイツ 6,320 0.42 6,818 0.34 7,515 0.32
イタリア 3,395 0.31 2,705 0.27 2,397 0.20

その他…・・ ……・ …… ………
DAC諸国計 52,156 0.35 59,156 0.30 55,116 0.25

1996年

国  名

（単位  百万ドル）

1990年 1994年

ＤＡＣ諸国のＯＤＡ動向ＤＡＣ諸国のＯＤＡ動向

資料：外務省経済協力国調査計画課「1997 我が国の政府開発援助」 

社会インフラ 経済インフラ その他 合計

日本 23 37 40 100
米国 23 5 72 100
英国 31 16 53 100
フランス 38 12 50 100
ドイツ 25 21 54 100
計 25 20 55 100

（％）（％）

社会インフラ：教育、保健、衛生、人口対策社会インフラ：教育、保健、衛生、人口対策

経済インフラ：交通、通信、河川開発、エネルギー経済インフラ：交通、通信、河川開発、エネルギー

その他　　　：農業、工業、食糧、プログラムその他　　　：農業、工業、食糧、プログラム

ＤＡＣ諸国の援助内訳比（１９９３年）ＤＡＣ諸国の援助内訳比（１９９３年）

出典：1995 年 DAC 議長報告 
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（４）わが国設計コンサルタントの現状 

わが国の建設コンサルタントの海外におけるシェアは極めて小さく、かつそのほ

とんどがわが国の無償または円借款プロジェクトである。わが国圏設コンサルタン

トの国際的競争力は、きわめて脆弱であると言わざるを得ない。 

 

（ENR：1998年 12月）

億ドル ％ 億ドル ％ 億ドル ％ 億ドル ％ 億ドル ％

米国 70 43.7 24 44.8 10 38.4 26 51.7 11 33.3

カナダ 1 2 7 .6 3 5 .6 3 1 3 .5 1 2 .4 0 1 4 .6

ヨーロッパ 6 4 3 9 .6 1 7 3 3 .1 9 3 5 .5 2 3 4 4 .7 1 5 4 6 .1

日本 6 3.7 5 9.4 1 2.4 0 0.2 0 0.9

その他 8 5 .3 4 7 .0 3 1 0 .2 1 1 .0 2 5 .1

北米・中南米全世界 アジア 中東・アジア ヨーロッパ

国際的デザインファームの1997年シェア
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８．土木系技術者数の今後の推移予測 

（１）推移予測の方法 

「土木系卒業生分布調査」の結果をベースに、今後の土木事業量を２ケース設定

し、これに対し卒業生（新規参入者）の数を３ケース設定して、将来 2050年まで

の土木系技術者の推移を予測した。 

① 予測ケース 

予測ケースは次のとおりとした。将来卒業生数のケース D は、現在の大学定員

は特例的に第２次ベビーブームにより国立１割増, 私立２割増としているものが、

2000年から４年間で通常に戻ることを意味したものである。 
 
将来土木事業量：ケースⅠ～土木事業量が現状のまま横這いの場合 

ケースⅡ～土木事業量が 2010 年まで横這いでその後 2020 年
には 2010年の６割に低減し、2020年以降は横這いの場合 

 
将来卒業生数       ：ケース A  現状のまま横這い 
   ケースB  これから2025年まで毎年前年比2.0％削減した場合 
   ケースC  これから2025年まで毎年前年比4.0％削減した場合 
   ケースD  2000年から2004年までの４年間は毎年前年比3.0％ 

   削減し、その後 2025年までは毎年前年比 2.0％削 
   減した場合 

 
卒業生数

土木事業量 
ケースＡ ケースＢ ケースＣ ケースＤ 

ケースⅠ 〇 〇 － － 

ケースⅡ 〇 〇 〇 〇 

 

② 予測の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
土木系技術者一人当たりの土木事業量 

将来土木事業量ケース設定 

土木系技術者と土木事業量の関係 

これまでの土木技術者ならびに土木事業量

の推移 2000年における土木系技術者の年齢分布 

将来の土木系技術者の予測 
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③ 仮定条件 

予測においては、以下のような仮定をおいている。 

・土木系技術者一人当たりの土木事業量は将来も変わらないものとする。 

・生産現場における土木系技術者は、学校を卒業して 40年間勤めるものとする。

例えば 2000年時点では 1959年以前の卒業者は退職しているものとする。 

・卒業して 40 年の間で、転職あるいは死亡などにより土木系技術者でなくなる

ことはないものとする。 

・予測の便宜上、1999年度の値を 2000年度の値とする。 

 

（２）土木系技術者数の推移予測 

① 2000年の土木系技術者数とその年齢分布 

「土木系卒業生分布調査（アンケート調査）」によれば、年度別の学校卒業就職

者数は表 8-1のとおりである。 

表 8-1の年度別学校卒業就職者数の値を丸めて、各年度毎における国内総土木系

技術者数を求めると表 8-2のとおりとなる。 

2000年度は、1960年度以降 1999年度までの学校卒業就職者数の合計で 201,000

人となる。 
 
② 土木事業量と土木系技術者数の関係 

土木事業量の指標は、建設投資額(土木)とした。これを公的総固定資本形成デフ

レータにより 1990年暦年基準の実質値を算出し、土木系技術者数と併せて示すと

表 8-3のとおりであり、両者の関係は図 8-1のとおりとなる。 

建設投資額（土木, 実質）と土木系技術者数との間には正の強い相関が見られ、

これまで土木系技術者一人当たり 2.3億円の建設投資額（建設, 実質）で推移して

きたといえる。 
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表 8-1  学校卒業就職者数の推移（アンケート調査） 
 

土木系卒業生分布調査(土木学会 企画委員会, 1999年 5月)より 

年  度 総 数（人） 年 平 均（人） 備 考 
９５－９９ 38,397 7,679 
９０－９４ 37,077 7,415 
８５－８９ 31,733 6,347 
８０－８４ 29,299 5,860 
７５－７９ 27,304 5,461 
７０－７４ 21,004 4,201 
６５－６９ 11,061 2,212 
６０－６４ 5,633 1,137 
５５－５９ 5,000 1,000 
５０－５４ 3,000 600 

５０以前 10,657 ( 600) 年平均は総数を 
約 20年で割り算

  (注１) 学校卒業者は高専, 短大, 大学学部, 大学院を卒業して就職した者 

 

表 8-2  学校卒業就職者数と各年度国内土木系技術者数の推計 

 
学校卒業就職者数 国内総土木系技術者数 

年 総数（人） 年平均（人） 年 度 総数（人） 
９５－９９ 38,000 7,600 2000 201,000 

９０－９４ 37,000 7,400 1995 168,000 

８５－８９ 32,000 6,400 1990 134,000 

８０－８４ 29,000 5,800 1985 105,000 

７５－７９ 27,000 5,400 1980 79,000 

７０－７４ 21,000 4,200 1975 55,000 

６５－６９ 11,000 2,200 1970 37,000 

６０－６４ 6,000 1,200 1965 29,000 

５５－５９ 5,000 1,000 1960 － 

５０－５４ 3,000 600 1955 － 

４５－４９ 3,000 600 1950 － 

４０－４４ 3,000 600 1945 － 

(注１) 学校卒業就職者数は表の学校卒業者数（アンケート調査）より概略値にして設定 

(注２) 国内総土木系技術者数は現役 40年間として計算。例えば 2000年は 1960年以降の人数 

      を積算。1939年以前は新規土木系技術者数は 600人/年で一定としている。 
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表 8-3   建設投資額(土木)と土木系技術者数 

 

年 度 
土木系技術者数

 
（千人）

建設投資額（土木）

（名目,年度） 
（10億円）

建設投資額（土木）

（実質,年度） 
（10億円） 

デフレーター

2000年度 ２０１ 
     40,000 
（1999年見込み
     35,270） 

39,216 102.0 

1995年度 １６８ 38,027 37,391 101.7 

1990年度 １３４ 29,181 28,864 101.1 

1985年度 １０５ 20,019 21,642 92.5 

1980年度 ７９ 20,256 22,966 88.2 

1975年度 ５５ 11,864 18,280 64.9 

1970年度 ３７ 4,916 12,802 38.4 

1965年度 ２９ 2,203 6,294 35.0 

(注１) 建設投資額（土木）は昭和 44年版～平成 11年版の建設白書から抽出 

(注２) 土木系技術者数は表２－７による。 

(注３) デフレーターは公的総固定資本形成デフレーター, 1990年暦年基準の年度値（日本統計年

鑑,総務庁統計局編,  平成 11年）但し、1965年度と 2000年度は推定。 

 

 

   図 8-1    建設投資額（土木）と土木系技術者数の関係 
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③ 土木事業量ケースⅠの場合の土木系技術者数の予測 

2000年度における土木系技術者数は 201千人, 土木事業量は建設投資額（土木）

は 40兆円とした。 

2050年まで土木事業量が横這いであるとした場合(ケースⅠ)、土木系技術者１人

当たりの土木事業量を 2000年度の値である約 2.0億円/年で維持されるとすると、

土木事業量と土木技術者の関係は表 8-4 及び図 8-2 のようになる。新規参入者、

すなわち学校卒業就職者を 2000年レベルに維持し続けた場合でも、市場は人員余

剰となり、2025年は 96千人, 2050年には 103千人の余剰となる。 

新規参入者を 2025年まで毎年前年比の２％削減を続けていった場合（ケースＢ）、

2025年には 2000年レベルの 60％の新規参入者となる。この場合でも 2025年ま

では 50千人前後の余剰が生じ、2045年以降は多少不足となる。 

 

表 8-4   事業量ケースⅠの場合の土木系技術者数予測 

 

（ケースＡ） 
新規参入者が横這いの場合 

（ケースＢ） 
新規参入者を 2025年まで毎年

2.0％削減した場合 年  度 
 

事業量 
建設投資

額(土木）

事業量 
見合いの 
土木系技

術者数 新規参入者
土木系 
技術者数 余剰人数 新規参入者 土木系 

技術者数 余剰人数

2000年 （10億円）
40,000

（千人） 
201 

（千人/年）
7.6

（千人）

201
（千人）

0
（千人/年） 

7.6 
（千人）

201
（千人）

0
2005年 40,000 201 7.6 234 33 6.9 230 29

2010年 40,000 201 7.6 261 60 6.2 250 49

2015年 40,000 201 7.6 278 77 5.6 257 56

2020年 40,000 201 7.6 289 88 5.1 256 55

2025年 40,000 201 7.6 297 96 4.6 249 48

2030年 40,000 201 7.6 303 102 4.6 240 39

2035年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 226 25

2040年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 211 10

2045年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 200 -1

2050年 40,000 201 7.6 304 103 4.6 192 -9
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図 8-2   土木系技術者の予測  －  事業量ケースⅠの場合 
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④ 土木事業量ケースⅡの場合の土木系技術者数の予測 
 
土木事業量が 2010年まで横這いであるが 2010年以降減少し、2020年には現状

の約 60％となり、その後は横這いのケースを考えて見る。シュミレーション結果

は、表 8-5及び図 8-3のとおりである。 

新規参入者が 2000年レベルで横這い（ケースＡ）の場合には大量の余剰者が生

じる。2025年には約 176千人の余剰となる。2050年にも約 182千人の余剰とな

り、事業量見合い土木技術者数約 121千人をはるかに超える。 

新規参入者を 2025年まで毎年対前年比 2％削減して、2025年に 2000年レベル

の約 60％にした場合（ケースＢ）でも、2025年には約 128千人の余剰が生じる。

2050年には余剰人数は約 71千人に減少する。 

新規参入者を 2025年まで、毎年対前年比 4％削減して 2025年に 2000年レベル

の約 36％にした場合（ケースＣ）には、2025 年には約 94 千人の余剰が生じる。

2050年にはほぼ釣合いが取れる。 

新規参入者を 2001年から 2004年まで毎年前年比３％削減し、2005年以降 2050

年まで前年比２％削減して 2025 年に 2000 年レベルの約 56％にした場合（ケー

スＤ）には、2025年は約 121千人の余剰が生じる。事業量見合いの土木系技術者

数と同数である。2050年には余剰人数は 56千人に減少する。 
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表８－５    事業量ケースⅡの場合の土木事業量と土木系技術者数の予測 
 

(ケースＡ) 

新規参入者が横這いの場合 

(ケースＢ) 

新規参入者を 2025 年まで毎年

2.0％削減した場合 

(ケースＣ) 

新規参入者を 2025 年まで毎年

4.0％削減した場合 

(ケースＤ) 

新規参入者を 2004 年まで毎年

3.0％削減し、その後 2025 年ま

で毎年 2.0％削減した場合 年  度

事業量

建設投

資額 

(土木） 

事業量

見合い

の土木

系技術

者数 新規 

参入者

土木系

技術者数
余剰人数

新規 

参入者

土木系

技術者数
余剰人数

新規 

参入者

土木系 

技術者数
余剰人数

新規 

参入者 

土木系 

技術者数
余剰人数

2000 年
(10億円) 

40,000 

（千人）

201 

(千人/年)

7.6

（千人）

201

（千人）

0

(千人/年)

7.6

（千人）

201

（千人）

0

(千人/年）

7.6

（千人）

201

（千人）

0

(千人/年）

7.6

（千人）

201

（千人）

0

2005 年 40,000 201 7.6 234 33 6.9 230 29 6.2 227 26 6.6 228 27

2010 年 40,000 201 7.6 261 60 6.2 250 49 5.1 241 40 5.9 247 46

2015 年 30,950 156 7.6 278 122 5.6 257 101 4.1 241 85 5.3 253 97

2020 年 24,000 121 7.6 289 168 5.1 256 135 3.4 231 110 4.8 250 129

2025 年 24,000 121 7.6 297 176 4.6 249 128 2.7 215 94 4.3 242 121

2030 年 24,000 121 7.6 303 182 4.6 240 119 2.7 197 76 4.3 231 110

2035 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 226 105 2.7 173 52 4.3 215 94

2040 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 211 90 2.7 148 27 4.3 198 77

2045 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 200 79 2.7 131 10 4.3 186 65

2050 年 24,000 121 7.6 304 182 4.6 192 71 2.7 119 -2 4.3 177 56

 

（注）事業量は 2010 年から 2025 年まで年率-2.7％で推移し、その後は横這いとしている。 
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